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 固定資産税は、市町村を支える基幹税目として重要な役割を果たしてきておりますが、

課税情報の公開の促進等を背景に、固定資産税制度や資産評価に対する納税者の関心はま

すます高まっております。 

 当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、調査研究事業を主要事業として位置付け

地方公共団体に固定資産税に関し必要な情報を提供してまいりました。 

 本事業では、その時々の固定資産税を巡る諸課題をテーマに、学識経験者、地方団体の

関係者等をもって構成する研究委員会を設け調査研究を行っておりますが、本年度は４つ

の調査研究委員会において、固定資産税制度、固定資産評価制度に関して、専門的な調査

研究を行ってまいりました。 

 このうち家屋に関する調査研究委員会においては、「木造家屋の部分別区分の見直し」

及び「木造家屋の部分別「建具」の見直し」について調査研究を行いました。 

 ここに、その調査研究結果がまとまりましたので、研究報告書として公表する運びとな

りました。つきましては、熱心にご研究、ご審議いただいた委員の皆様や関係の方々に対

し、心から感謝申し上げます。 

 当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実を図るとともに、

地方団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方団体をはじめ関係

団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 

 

令和３年３月 

 

                           一般財団法人資産評価システム研究センター 

                              理 事 長     株 丹  達 也    
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家屋に関する調査研究委員会 
【審 議 経 過】 

 
 
○ 第１回委員会〔令和２年５月２０日（水）〕※ 

議題  （１）令和２年度研究テーマについて 
   （２）資料作成業務の委託について 

 
○ 第２回委員会〔令和２年７月１３日（月）〕 

議題  （１）テーマ１ 木造家屋の部分別区分の見直しについて 
   （２）テーマ２ 木造家屋の部分別「建具」等の見直しについて 

 
○ 第３回委員会〔令和２年１０月２３日（金）〕 

議題  （１）テーマ１ 木造家屋の部分別区分の見直しについて 
   （２）テーマ２ 木造家屋の部分別「建具」等の見直しについて 

 
○ 第４回委員会〔令和２年１２月１５日（木）〕 

議題  （１）テーマ１ 木造家屋の部分別区分の見直しについて 
   （２）テーマ２ 木造家屋の部分別「建具」等の見直しについて 

 
○ 第５回委員会〔令和３年３月９日（火）〕 

議題  報告書（案）について 
 
 
 
 
※ 新型コロナウィルス（COVID－19）感染症対策の観点よりメール開催。 
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Ⅰ 調査研究の目的 

 
納税義務者及び自治体より家屋評価の簡素化・合理化が求められており、これまでも

当委員会では簡素化に向けた研究を行ってきた。今年度は、木造家屋における中大規模

の家屋の評価への対応及び明確計算の導入を見据え、「柱・壁体」に「梁」や「小屋組」

等を統合し、部分別評点項目の新設及び当該部分別評点項目の補正項目の検討を行った。

さらに、本検討に必要な項目についても併せて検討を行った。 

また、木造家屋の部分別「建具」の標準量等について、昨今の家屋の実態等を踏まえ、

見直しに向けた調査研究を行った。 
 
Ⅱ 現状と課題 

  
国において、「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」（平成 22 年

10 月４日農林水産省、国土交通省告示第３号）（付属資料１）に基づき、公共建築物に

おける木材の利用が促進されている。また、「ＣＬＴパネル工法を用いた建築物又は建

築物の構造部分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める件」（平成 28年４

月１日付け国土交通省告示第 611 号）等により、ＣＬＴを用いた建築物について、国土

交通大臣の認定を個別に受けることなく建築確認により建築することが可能となった。

このように、国内の森林の環境保全や低炭素化、林業再生の観点から国において国産木

材の活用が推進されていること、ＣＬＴパネル等の新たな木造の建材が利用され始めた

こと等から、今後、中大規模の木造家屋の増加が見込まれる。 

中大規模の木造家屋の柱と梁は、建築物の主体構造を構成する主要部材として施工量

には密接な関係があるが、現行の固定資産評価基準（以下「評価基準」という。）におけ

る木造家屋再建築費評点基準表においては、柱と梁の評価は、部分別「屋根」の「小屋

組」、部分別「柱・壁体」及び部分別「床」の「床組」に分かれており、このような中大

規模の木造家屋の状況を反映できない状態となっている。そこで、中大規模の木造家屋

の評価に対応できるよう、部分別「柱・壁体」に「小屋組」や「床組」等を統合し、非

木造家屋における「主体構造部」と同等の部分別評点項目を設けることを検討する必要

があった。 

また、評価基準における木造専用住宅用建物の建具の標準量は「延べ床面積 1.0平方

メートル当たり 0.83 平方メートル」とされているが、近年建築されている戸建専用住

宅では、従来のものと比べＬＤＫが広くなってきていることや、省エネルギーを図るこ

と等によって窓が小さくなってきていること、和室が減少してきていること等から、建

具の標準量が少なくなってきていることが予想された。そこで、より実態に合った評価

が実現できるよう、木造家屋における建具の施工量を調査し、これに基づく標準量の見

直しを検討する必要があった。 
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以上の現状と課題を踏まえ、研究テーマを次の２つとした。 

 
○ 木造家屋の部分別区分の見直し 
○ 木造家屋の部分別「建具」の見直し 
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以上の現状と課題を踏まえ、研究テーマを次の２つとした。 

 
○ 木造家屋の部分別区分の見直し 
○ 木造家屋の部分別「建具」の見直し 
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Ⅲ 木造家屋の部分別区分の見直しの検討 

 
現行の評価基準別表第８木造家屋再建築費評点基準表では、別表第 12 非木造家屋再

建築費評点基準表における「○○の使用量が明確な建物」の評価方法（いわゆる明確計

算）が示されていない。このため、同質の資材であっても異なる部分別評点項目で、そ

れぞれに評点数を付設することとなっている。参考に、木造家屋の代表的な用途別区分

である「専用住宅用建物」の再建築費評点基準表と、非木造家屋の代表的な用途別区分

である「事務所、店舗、百貨店用建物」の再建築費評点基準表を示すと付属資料２のと

おりである。 

一方、建築基準法施行令第 82 条第４号では、表１に示すとおり構造耐力上主要な部

分の変形などについて国土交通大臣が定める方法によって確かめることが求められて

いる。当該方法については、「建築物の使用上の支障が起こらないことを確かめる必要

がある場合及びその確認方法を定める件」（平成 12 年５月 31 日建設省告示第 1459 号）

（付属資料３）に定められており、「はりのせい」と「はりの有効長さ」の関係について

は「Ｄ／Ｌ＞１／12」（Ｄ＝はりのせい、Ｌ＝はりの有効長さ）と示されている。すなわ

ち、はりの有効長さが長くなるほど、はりのたわみが大きくなるため、はりのせいを一

定の数値以上の高さとする必要がある。つまり、柱と柱の間隔を大きくする等によって、

はりの有効長さを長くすれば、その分はりのせいを大きくする必要があることから、建

築設計上では、柱の間隔と梁の施工数量に相関関係があることが推察される。 

表１ 建築基準法における構造耐力上主要な部分に関する定め 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号） 

（保有水平耐力計算） 

第八十二条 

四 国土交通大臣が定める場合においては、構造耐力上主要な部分である構造部材の変形又は振動によつ

て建築物の使用上の支障が起こらないことを国土交通大臣が定める方法によつて確かめること。 

また、平成 30年度固定資産評価基準解説（家屋篇）（以下「基準解説」という。）P200

では、「梁の断面は一般住宅等においては幅を 12cmとすると、高さは梁間の 100分の８

程度の断面とすれば大体差し支えないものとされている。」とされており、基準解説に

おいても柱と梁の施工数量に相関関係がある旨の記述がなされている。しかし、現行の

評価基準では、前述のとおり木造家屋の場合、柱は「柱・壁体」で、梁は「床（床組）」

の評点項目でそれぞれ評価されるため、相関性を反映させることが困難な状況になって

いる。 

さらに、「Ⅰ 調査研究の目的」で記載したとおり、今年度の調査研究の目的は木造家

屋において明確計算の導入を見据え、部分別区分の見直しを行うことである。そこで、

すでに明確計算が行われている非木造家屋における「主体構造部」に該当する部分別区
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分を参考に、木造家屋における部分別区分の見直しを検討することとした。 
 

１ 非木造家屋の主体構造部 

 非木造家屋における主体構造部は、評価基準において表２のとおり定められている。 
 

表２ 評価基準における非木造家屋の主体構造部の定め 
固定資産評価基準第２章家屋 

第３節 非木造家屋 

一 評点数の算出方法 

３ 非木造家屋評点基準表の部分別区分  

  非木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は、次のとおりである。 

部分別 内      容 

（１）主体構造部  基礎、柱、梁
はり

、壁体
へきたい

、床版
ゆかばん

、小屋組
こやぐみ

、屋根版
やねばん

、階段等、家屋の主体と

なる構造部分をいう。 
（主体構造部の種別）  （鉄骨鉄筋コンクリート造） 

 骨組を鉄骨と鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンクリー

トを打ち込んで硬化して構築したもの。 

 （鉄筋コンクリート造） 

 骨組を鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンクリートを打

ち込んで硬化して構築したもの。 

 （鉄骨造） 

 形鋼
かたこう

と鋼板
こうはん

とを組合せ、ボルト接合又は溶接
ようせつ

によつて構築したもの。 
 （コンクリートブロック造） 

 コンクリートブロックをモルタルをもつて組積し、鉄筋で補強したもの。 
 

 
 表２に示す「主体構造部」は、固定資産税評価特有の用語であり、建築基準法の「主

要構造部」、建築基準法施行令の「構造耐力上主要な部分」とは含まれる範囲が異な

り、相互の関係は以下のように確認できる。 
 建築基準法の「主要構造部」は表３のとおり、建築物の構造上重要でない部分を除

くものとされている。 
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表３ 建築基準法における主要構造部の定め 
建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号） 

（用語の定義） 

第二条 

五 主要構造部 壁、柱、床、はり、屋根又は階段をいい、建築物の構造上重要でない間仕切壁、間柱、

付け柱、揚げ床、最下階の床、回り舞台の床、小ばり、ひさし、局部的な小階段、屋外階段その他これら

に類する建築物の部分を除くものとする。 
（注）下線は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 

 
 次に、建築基準法施行令の「構造耐力上主要な部分」とは表４のとおり、建築物の

自重等を支えるものとされている。 
 

表４ 建築基準法施行令における構造耐力上主要な部分の定め 
建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）  

（用語の定義） 

第一条 

三 構造耐力上主要な部分 基礎、基礎ぐい、壁、柱、小屋組、土台、斜材（筋かい、方づえ、火打材そ

の他これらに類するものをいう。）、床版、屋根版又は横架材（はり、けたその他これらに類するものを

いう。）で、建築物の自重若しくは積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧若しくは水圧又は地震その他の震動

若しくは衝撃を支えるものをいう。 
 （注）下線は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 

 
 一方、評価基準の「主体構造部」とは、非木造家屋の骨組を構成するものであり（基

準解説 P260）、例えば非耐力壁（部屋、便所等を区画するために設けられ、構造的に

は取り除いても差し支えないもの）であっても、柱や梁と同質の資材の場合、評価上

は「主体構造部」で評点付設する。すなわち、「主要構造部」には含まれない構造上重

要でない部分や「構造耐力上主要な部分」には含まれない自重等を支えない部分も、

柱や梁と同質の資材であれば、評価基準では「主体構造部」に含まれることとなる。 
 したがって、非耐力壁等も含む「主体構造部」は、「主要構造部」や「構造耐力上主

要な部分」よりも範囲が広いと考えられる。 
 
 

２ 木造家屋における「主体構造部」に相当する部分 

 評価基準における木造家屋の部分別区分のうち、「１ 非木造家屋の主体構造部」

で確認した非木造家屋の「主体構造部」に相当する部分は表５の網掛部分と考えられ

る。 
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表５ 評価基準における木造家屋の部分別区分とその中で非木造家屋の主体構造部に相当

する部分 
固定資産評価基準第２章家屋 

第２節 木造家屋 

一 評点数の算出方法 

３ 木造家屋評点基準表の部分別区分  

  木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は、次のとおりである。 

部分別 内容 

(1)屋根  屋根面仕上、下地及び小屋組
こやぐみ

をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおり

である。 
 屋根面仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメント瓦等）、防水材料、

野地板
のじいた

、和小屋組
わ ご や ぐ み

、洋小屋組
ようごやぐみ

 
(2)基礎  建物の基脚

ききゃく

部分をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおりである。 

 根切
ねぎり

工事、砂利
じゃり

地業
じぎょう

、割栗
わりぐり

地業
じぎょう

、基礎（鉄筋コンクリート、沓
くつ

石
いし

、束
つか

石
いし

等） 
(3)外壁仕上  外 周 壁

がいしゅうへき

の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれるものは、おおむね次

のとおりである。 

 壁面
へきめん

仕上材料（サイディング、鋼板
こうはん

、外装タイル等）、防水材料、胴
どう

縁
ぶち

 
(4)柱・壁体  壁体

へきたい

骨組
ほねぐみ

を構成する部分のうち土台、柱及び木製パネル等の部分をいう。 
(5)内壁仕上  間仕切壁

まじきりかべ

の両面、外 周
がいしゅう

内壁
ないへき

の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれる

ものは、おおむね次のとおりである。 

 壁面
へきめん

仕上材料（クロス、タイル、塗り壁等）、下地材料、幅
はば

木
き

 
(6)天井仕上  天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれるものは、おおむね次の

とおりである。 

 天井面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボード）、釣木受
つりぎうけ

、釣木
つりぎ

、回 縁
まわりぶち

、

竿縁
さおぶち

、野縁
のぶち

、格縁
ごうぶち

 
(7)床  床面仕上及び床組をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおりである。 

 床面仕上材料（フローリング、畳等）、鋼製束
こうせいづか

、大引
おおびき

、合板、梁
はり

、台輪
だいわ

、火打
ひうち

、

方杖
ほうづえ

 
(8)建具  窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる 襖

ふすま

、障子
しょうじ

、扉、サッシ、シャッター、

出入口戸及び枠等をいう。 
(9)建築設備  電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備等家屋に附属して家屋の機能

を発揮するための設備をいう。 

(10)仮設工事  敷地の仮 囲
かりがこい

、水盛
みずもり

、遣方
やりかた

、足場等の建物の建築に必要な準備工事又は工事中の

保安のための工事をいう。 
(11)その他工事  (1)から(10)までのいずれの部分にも含まれない部分をいい、樋

とい

、階段及び床間
とこのま

等がこれに含まれる。 
 

（注）網掛は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 

 

－6－



 

6 
 

表５ 評価基準における木造家屋の部分別区分とその中で非木造家屋の主体構造部に相当

する部分 
固定資産評価基準第２章家屋 

第２節 木造家屋 

一 評点数の算出方法 

３ 木造家屋評点基準表の部分別区分  

  木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は、次のとおりである。 

部分別 内容 

(1)屋根  屋根面仕上、下地及び小屋組
こやぐみ

をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおり

である。 
 屋根面仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメント瓦等）、防水材料、

野地板
のじいた

、和小屋組
わ ご や ぐ み

、洋小屋組
ようごやぐみ

 
(2)基礎  建物の基脚

ききゃく

部分をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおりである。 

 根切
ねぎり

工事、砂利
じゃり
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じぎょう

、割栗
わりぐり

地業
じぎょう

、基礎（鉄筋コンクリート、沓
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いし
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のとおりである。 
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仕上材料（サイディング、鋼板
こうはん

、外装タイル等）、防水材料、胴
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(4)柱・壁体  壁体

へきたい

骨組
ほねぐみ

を構成する部分のうち土台、柱及び木製パネル等の部分をいう。 
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ものは、おおむね次のとおりである。 
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仕上材料（クロス、タイル、塗り壁等）、下地材料、幅
はば

木
き

 
(6)天井仕上  天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれるものは、おおむね次の

とおりである。 

 天井面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボード）、釣木受
つりぎうけ

、釣木
つりぎ

、回 縁
まわりぶち

、

竿縁
さおぶち

、野縁
のぶち

、格縁
ごうぶち

 
(7)床  床面仕上及び床組をいい、これに含まれるものは、おおむね次のとおりである。 

 床面仕上材料（フローリング、畳等）、鋼製束
こうせいづか

、大引
おおびき

、合板、梁
はり

、台輪
だいわ

、火打
ひうち

、

方杖
ほうづえ

 
(8)建具  窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる 襖

ふすま

、障子
しょうじ

、扉、サッシ、シャッター、

出入口戸及び枠等をいう。 
(9)建築設備  電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備等家屋に附属して家屋の機能

を発揮するための設備をいう。 

(10)仮設工事  敷地の仮 囲
かりがこい

、水盛
みずもり

、遣方
やりかた

、足場等の建物の建築に必要な準備工事又は工事中の

保安のための工事をいう。 
(11)その他工事  (1)から(10)までのいずれの部分にも含まれない部分をいい、樋

とい

、階段及び床間
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等がこれに含まれる。 
 

（注）網掛は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 
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 以後、上記の網掛部分の項目を統合して新たな部分別（評点項目）を設けることを

検討しているが、このうち「柱・壁体」は、構成割合が大きく、また、ほぼ全てが木

質であることから、「柱・壁体」へ、他の網掛部分の項目を統合し、木造家屋において

も新たに「主体構造部」を設けることを検討することとした。 

 
 

３ 新たな部分別（評点項目）の検討 

 「２ 木造家屋における「主体構造部」に相当する部分」の網掛部分の項目のうち、

「基礎」については、木質の資材で施工された構造部分ではないことから、異なる資

材で施工された「基礎」を「柱・壁体」に統合することが適当かどうかについて、ま

ずは検討する必要があった。 
 そこで、現行の評価基準における非木造家屋の主体構造部の評点付設の考え方を確

認すると、部分別「主体構造部」には、軸部構造、壁体構造、床構造、屋根構造の各

部分を含むものとして示されており（基準解説 P267）、軸部構造のほか、その他の各

構造部分が同一の資材によって施工され、一体化しているものについては、軸部構造

と区別することなく軸部構造の評点項目を用いてよい（基準解説 P268 ）とされてい

る。また、各構造部分が異なる資材で施工されている場合は、それぞれの構造部分を

軸部構造以外の評点項目で評価することとなっている。 

 例えば、鉄筋コンクリート造家屋は、軸部構造、床構造、屋根構造はすべて鉄筋コ

ンクリート造であることが一般的であり、この場合、構造部分はすべて軸部構造の評

点項目で評点を付設する。一方、鉄骨造家屋は、柱・梁が鉄骨、基礎が鉄筋コンクリ

ートであることが一般的であり、構造部分に異なる資材が使用されていることとなる。

一般的な鉄骨造家屋について適用する評点項目を整理すると、表６のとおりとなり、

柱・梁以外は鉄骨以外の資材となるため、軸部構造以外の評点項目で評点数を付設す

ることとなっている。 
 したがって、木造家屋においても、木質の資材と異なる「基礎」については、軸部

構造以外の評点項目により評点付設を行うべきものであるため、「柱・壁体」に統合す

ることは適当でないと考えられた。 
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表６ 鉄骨造家屋の部位と適用する評点項目 
部位 適用する評点項目 

基礎 主体構造部又は基礎工事 

柱 主体構造部（軸部構造・鉄骨造） 

梁 主体構造部（軸部構造・鉄骨造） 

壁体 外周壁骨組・間仕切骨組 

床版 主体構造部（床構造） 

屋根版 主体構造部（屋根構造） 

 ところで、表６のとおり、一般的な鉄骨造家屋は、鉄筋コンクリート造と異なり、

「主体構造部」に含まれない部位もあることから、木造家屋の検討と併せて、非木造

家屋の「主体構造部」についても整理することとした。 
 本委員会で検討した結果、非木造家屋について、「家屋の主体となる構造部」である

「主体構造部」の上位概念として新たな部分別「構造部（仮称）」を設け、その中に「主

体構造部」や「基礎」等を含めることで、また、木造家屋についても、非木造家屋と

併せて「構造部（仮称）」を設け、その中に「柱・壁体」を軸に統合した「主体構造部」

と「基礎」を含めることで、家屋のすべての構造部位を一つの部分別区分に整理する

ことができ、さらに木造家屋と非木造家屋の部分別区分の整合を図ることができると

考えられる。 
 また、今年度の調査研究の直接のテーマではないが、非木造家屋の建築設備につい

ても、「建築設備」を上位概念とし、その下に「電気設備」、「衛生設備」、「空調設備」、

「防災設備」、「運搬設備」及び「清掃設備」の区分を設けることにより、「構造部（仮

称）」を設けることとの平仄を合わせることができるのではないかと考えられる。 
 建築設備の分類について、委員からは「建築設備の分類を公共建築工事見積標準書

式に合わせた方が、明確計算によって見積書から拾い出す際にわかりやすい」との意

見があった。仮に国土交通省で示されている見積書式に合わせると、建築設備は主に

電気設備工事、機械設備工事、昇降機設備工事に区分されるが、実際の評価実務にお

いては、建築設備は見積書ではなく竣工図面等から拾い出すことが一般的に行われて

いる。したがって、工事別ではなく現行の目的別の区分の方が評価担当者である自治

体職員には馴染みが深くなっていることから、現行の目的別の建築設備の区分のまま

でよいと考えられる。 
 以上の内容を整理すると、表７のとおりである。 
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表６ 鉄骨造家屋の部位と適用する評点項目 
部位 適用する評点項目 

基礎 主体構造部又は基礎工事 

柱 主体構造部（軸部構造・鉄骨造） 

梁 主体構造部（軸部構造・鉄骨造） 

壁体 外周壁骨組・間仕切骨組 

床版 主体構造部（床構造） 

屋根版 主体構造部（屋根構造） 

 ところで、表６のとおり、一般的な鉄骨造家屋は、鉄筋コンクリート造と異なり、

「主体構造部」に含まれない部位もあることから、木造家屋の検討と併せて、非木造

家屋の「主体構造部」についても整理することとした。 
 本委員会で検討した結果、非木造家屋について、「家屋の主体となる構造部」である

「主体構造部」の上位概念として新たな部分別「構造部（仮称）」を設け、その中に「主

体構造部」や「基礎」等を含めることで、また、木造家屋についても、非木造家屋と

併せて「構造部（仮称）」を設け、その中に「柱・壁体」を軸に統合した「主体構造部」

と「基礎」を含めることで、家屋のすべての構造部位を一つの部分別区分に整理する

ことができ、さらに木造家屋と非木造家屋の部分別区分の整合を図ることができると

考えられる。 
 また、今年度の調査研究の直接のテーマではないが、非木造家屋の建築設備につい

ても、「建築設備」を上位概念とし、その下に「電気設備」、「衛生設備」、「空調設備」、

「防災設備」、「運搬設備」及び「清掃設備」の区分を設けることにより、「構造部（仮

称）」を設けることとの平仄を合わせることができるのではないかと考えられる。 
 建築設備の分類について、委員からは「建築設備の分類を公共建築工事見積標準書

式に合わせた方が、明確計算によって見積書から拾い出す際にわかりやすい」との意

見があった。仮に国土交通省で示されている見積書式に合わせると、建築設備は主に

電気設備工事、機械設備工事、昇降機設備工事に区分されるが、実際の評価実務にお

いては、建築設備は見積書ではなく竣工図面等から拾い出すことが一般的に行われて

いる。したがって、工事別ではなく現行の目的別の区分の方が評価担当者である自治

体職員には馴染みが深くなっていることから、現行の目的別の建築設備の区分のまま

でよいと考えられる。 
 以上の内容を整理すると、表７のとおりである。 
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表７ 「構造部（仮称）」と建築設備の区分 

 
 
 

４ 「野地板」及び「床下地の合板」の対応案 

 「野地板」及び「床下地の合板」は、それぞれ屋根仕上や床仕上の下地として扱わ

れていたが、近年構造材としての厚さのあるものが施工されることが一般化している

ことから、「柱・壁体」へ統合し、「主体構造部」へ含めることに合理性が認められる

と考えられる。 

 そこで、まず野地板及び床下地の合板に関係する法令上の規定を確認し、近年施工

される家屋の野地板及び床下地の合板の厚さを踏まえ、これらを「柱・壁体」へ統合

することについて検討した。 

 

（１）建築基準法施行令 

 家屋を建築するに当たっては、建築基準法第６条に基づき建築確認を受ける必要

がある。建築確認の際には、建築基準法施行令第 46 条第４項に基づき壁量計算が

求められている。壁量とは、地震等が生じた場合に耐えられる木造家屋を建築する

ため、床面積１平方メートル当たりに必要とされる「壁の量」のことをいい、この

計算に当たっては、表８に示す建築基準法施行令第 46 条第１項のとおり、水平力

主体構造部
柱、梁（土台、桁）、構造用
面材等で、家屋の主体となる
構造部分をいう。

主体構造部

基礎、柱、梁、壁体、床版、
小屋組、屋根版、階段等で、
家屋の主体となる構造部分を
いう。

基礎
建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分で、主体構造部を構成
しないものをいう。

外周壁骨組
外周壁の骨組で、主体構造部
を構成しないものをいう。

間仕切骨組
内部の各部屋を区画する間仕
切の骨組で、主体構造部を構
成しないものをいう。

電気設備
電気を使用するための設備を
いう。

衛生設備
給排水設備、衛生器具設備、
ガス設備等の総称をいう。

空調設備
温度、湿度等を保つための設
備をいう。

防災設備
火災の予防、避難、初期消
火、本格消火を支援する設備
をいう。

運搬設備
人貨の運搬に用いられる設備
をいう。

清掃設備
家屋の清掃に用いられる設備
をいう。

木造家屋の部分別区分及び内容（案）一部抜粋 非木造家屋の部分別区分及びその内容（案）一部抜粋

建築設備
電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備等
家屋に附属して家屋の機能を発揮するための設備をい
う。

建築設備

電気設備、
衛生設備、
空調設備、
防災設備、
運搬設備等
家屋に附属
して家屋の
機能を発揮
するための
設備をい
う。

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

基礎

建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分をいい、これに含まれ
るのは、おおむね次のとおり
である。根切工事、割栗地
業、鉄筋コンクリート等。
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に対して安全であるように耐力壁を設け又は軸組を釣り合い良く配置することが

求められている。 

 

表８ 建築基準法施行令における構造耐力上必要な軸組等の定め 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号） 

（構造耐力上必要な軸組等） 

第四十六条 構造耐力上主要な部分である壁、柱及び横架材を木造とした建築物にあつては、すべての方

向の水平力に対して安全であるように、各階の張り間方向及びけた行方向に、それぞれ壁を設け又は筋

かいを入れた軸組を釣合い良く配置しなければならない。 

  

 耐力壁や軸組が安全に水平力を受け止めるためには、水平構面の剛性が十分に確

保されていることが前提となる。 

 水平構面は「風や地震などによる水平力により、屋根面や床面などの水平面がゆ

がむのを防ぐための水平または水平に近い面。屋根面、ろく梁面、床面にブレース、

面材などにより面内剛性をもたせる。」（建築学用語辞典 第２版 日本建築学会編）

とされており、その主要なものが床構面と屋根構面である。 

 建物の耐震性を確保するためには、建物に作用する水平力を耐力壁等にいかに均

等に伝えるかが重要であり、野地板及び床下地の合板等の水平構面が十分な剛性を

有していなければ、耐力壁に有効に水平力を伝達する前に家屋全体が倒壊する危険

性がある。 

 このように、建築基準法施行令に基づく壁量計算の基準を満たすためには、野地

板及び床下地の合板等によって構成される水平構面に一定の剛性がある必要があ

る。 

 

（２）住宅の品質確保の促進に関する法律 

 住宅性能表示制度は、住宅の品質の確保の促進等を目的として「住宅の品質確保

の促進に関する法律」（以下「品確法」という。）に基づき、平成 12年 10月に運用

開始された制度である。表９に示すように、品確法第３条第１項において、国土交

通大臣は住宅の性能の評価方法の基準を定めなければならないとされている。 
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表９ 品確法における住宅性能表示基準の定め 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年六月二十三日法律第八十一号） 

（日本住宅性能表示基準） 

第三条 国土交通大臣は、住宅の性能に関する表示の適正化を図るため、日本住宅性能表示基準を定めな

ければならない。この場合においては、併せて、日本住宅性能表示基準に従って表示すべき住宅の性能

に関する評価（評価のための検査を含む。以下同じ。）の方法の基準（以下「評価方法基準」という。）

を定めるものとする。 

 

 当該評価方法基準（平成 13 年国土交通省告示第 1347号）のうち、耐震等級の基

準では、第５．1-1(3)ホ③において、「必要床倍率以上の存在床倍率を有する構造方

法であること」が求められており、「次の表の（い）項に掲げる床組等の構造方法は、

（ろ）項に掲げる存在床倍率を有するものとする」こととされている。 

 表の一部を抜粋したものが表 10である。 

 

表 10 住宅性能表示制度が定める床組等の構造方法と存在床倍率の関係（抜粋） 

 （い） （ろ） 

床組等の構造方法 存在床倍率 

(1) 厚さ 12mm 以上の構造用合板又は構造用パネル（１級又は２級のものに限る。）

を、根太（根太相互の間隔が 340mm 以下の場合に限る。）に対し、鉄丸釘Ｎ50 

を用いて 150mm以下の間隔で打ち付けた床組等 

１ 

(5) 厚さ 24mm 以上の構造用合板を用い、その四周をはり等の横架材又は構造用合

板の継手部分に補強のために設けられた受け材に対し、鉄丸釘Ｎ75 を用いて 

150mm 以下の間隔で打ち付けた床組等 

３ 

(6) 厚さ 24mm 以上の構造用合板を用い、はり等の横架材に対し、構造用合板の短

辺の外周部分に各１列、その間に１列以上となるように、鉄丸釘Ｎ75 を用いて 

150mm 以下の間隔で打ち付けた床組等（はり等の横架材の間隔が１ｍ以下の場

合に限る。） 

1.2 

(11) 厚さ９mm 以上の構造用合板又は構造用パネル（１級、２級又は３級のものに限

る。）を、たる木に対し、鉄丸釘Ｎ50 を用いて 150mm 以下の間隔で打ち付けた

屋根面で、勾配が 45 度以下のもの 

0.5 

(12) (11)の屋根面において、勾配が 30 度以下のもの 0.7 

(13) 厚さ９mm 以上、幅 180mm 以上の板材を、たる木に対し、鉄丸釘Ｎ50 を用いて 

150mm 以下の間隔で打ち付けた屋根面で、勾配が 45 度以下のもの 

0.1 

(14) (13)の屋根面において、勾配が 30 度以下のもの 0.2 
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 このように、品確法において、住宅性能評価書の交付を受けるためには、床面と

屋根面に用いられる野地板及び床下地の合板等の資材について、一定以上の厚さが

あることが求められている。 

 

（３）長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

 長期にわたり住み続けられるための措置が講じられた優良な住宅を普及させる

ため、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」（以下「長期優良住宅普及促進法」

という。）が平成 21年６月に施行されている。長期優良住宅普及促進法施行規則第

１条各項に規定する国土交通大臣が定める措置及び同規則第５条に規定する国土

交通大臣が定める維持保全の方法の基準について定めた「長期使用構造等とするた

めの措置及び維持保全の方法の基準」(平成 21 年２月 24 日国土交通省告示第 209

号)は、表 11のとおりとなっている。 

 

表 11 長期優良住宅普及促進法が定める長期使用構造とするための措置 

第 3 長期使用構造とするための措置 

2．耐震性 

(2)新築基準 

② 評価方法基準第 5の 1の 1-1(3)ロからトまでによる場合 

 認定対象建築物のうち、建築基準法第 20 条第 1 項第 1 号に規定する建築物以外の認定対象建築物

について、評価方法基準第 5の 1の 1-1(3)の等級 2又は等級 3の基準に適合すること。 

 

 表 11でいう評価方法基準は、（２）で確認した品確法における基準であり、第５

の１の 1-1は耐震等級について定められている。そして、耐震等級２以上のチェッ

ク項目は、「耐力壁の壁量」、「耐力壁の配置バランス」、「床倍率」、「接合部の強度」

及び「基礎の強度」が挙げられており、長期優良住宅の認定を受けるためには、野

地板及び床下地の合板が関係する「床倍率」について一定の基準に適合することが

求められている。 

 

（４）フラット 35 における基準 

 法規制ではないが、住宅金融支援機構によるフラット 35 の融資を受ける際は、

フラット 35 技術基準に適合している必要がある。野地板と床下地の合板について

は、「【フラット 35】対応 木造住宅工事仕様書 2019年版」（独立行政法人住宅金融

支援機構）に、表 12のように示されている。 

 ２階床合板の厚さ区分別の利用割合については、「フラット 35住宅仕様実態調査

報告」P21に、表 13のように示されている。 

 このように、フラット 35 における技術基準においても、野地板と床下地の合板

－12－
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号)は、表 11のとおりとなっている。 

 

表 11 長期優良住宅普及促進法が定める長期使用構造とするための措置 

第 3 長期使用構造とするための措置 

2．耐震性 

(2)新築基準 

② 評価方法基準第 5の 1の 1-1(3)ロからトまでによる場合 

 認定対象建築物のうち、建築基準法第 20 条第 1 項第 1 号に規定する建築物以外の認定対象建築物

について、評価方法基準第 5の 1の 1-1(3)の等級 2又は等級 3の基準に適合すること。 

 

 表 11でいう評価方法基準は、（２）で確認した品確法における基準であり、第５

の１の 1-1は耐震等級について定められている。そして、耐震等級２以上のチェッ

ク項目は、「耐力壁の壁量」、「耐力壁の配置バランス」、「床倍率」、「接合部の強度」

及び「基礎の強度」が挙げられており、長期優良住宅の認定を受けるためには、野

地板及び床下地の合板が関係する「床倍率」について一定の基準に適合することが

求められている。 

 

（４）フラット 35 における基準 

 法規制ではないが、住宅金融支援機構によるフラット 35 の融資を受ける際は、

フラット 35 技術基準に適合している必要がある。野地板と床下地の合板について

は、「【フラット 35】対応 木造住宅工事仕様書 2019年版」（独立行政法人住宅金融

支援機構）に、表 12のように示されている。 

 ２階床合板の厚さ区分別の利用割合については、「フラット 35住宅仕様実態調査

報告」P21に、表 13のように示されている。 

 このように、フラット 35 における技術基準においても、野地板と床下地の合板
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は一定以上の厚さがあることが求められている。また、現に２階床合板は最近の調

査結果では、「24mm以上～28mm 未満」に区分される家屋が増加しており、厚くなっ

てきていることが認められる。 

 

表 12 フラット 35が示す屋根構面と床構面の仕様 

5.6 屋根野地 

5.6.2 合板野地板 

１．合板の品質は、合板の JAS に適合する構造用合板で、接着の程度 1 類、厚さ 9mm 以上のもの、又は

これと同等以上の性能を有するものとする。 

２．合板のホルムアルデヒドの発散量に関する品質については、特記による。 

３．取付けは、間隔 150mm内外に受け材当たり N38くぎを平打ちする。 

（中略） 

5.8 床組 

5.8.8 構造用面材による床組の補強方法 

３．根太を設けた床組とし、根太と床ばり及び胴差しの上端高さが同じ場合の取合いは、次による。 

（中略） 

ニ．床下地板の品質は、次のいずれかによる。 

（イ）JASに適合する構造用合板で、種類 1類、厚さ 12mm以上であるもの。 

（ロ）パーティクルボードの JIS に適合するもので、曲げ強さは 13 タイプ以上、耐水性は耐水 1 又

は耐水 2で、厚さ 15mm以上であるもの。 

（ハ）JASに適合する構造用パネルであるもの。 

（中略） 

５．根太を用いない床組とし、直接、床下地板を床ばり又は胴差しに留め付ける場合の取合いは、次に

よる。 

イ．下地板の品質は、合板の JASに適合する構造用合板で厚さは 24mm 以上とする。 

ロ．下地板は、その四周囲を床ばり又は胴差しに直接留め付ける。N75くぎを用い、間隔 150mm以下

で平打ちして固定する。 

 

表 13 ２階床合板の厚さ区分別の利用割合 

２階床合板の

厚さ 

12mm未満 12mm以上～ 

24mm未満 

24mm以上 

～ 

28mm未満 

28mm以上 

 

合板を使用

していない 

その他 

平成 29年度 0.3％ 5.9％ 59.8％ 32.7％ 1.0％ 0.4％ 

平成 24年度 0.4％ 9.8％ 57.7％ 29.8％ 1.2％ 1.2％ 

平成 19年度 0.7％ 27.4％ 35.3％ 33.8％ 1.5％ 1.4％ 

（出所：フラット 35住宅仕様実態調査報告 独立行政法人住宅金融支援機構） 

－13－
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（５）近年施工される木造家屋の割合 

 平成 30年度の木造家屋の施工状況を確認すると、木造着工新設住宅数は約 40万

戸であり、これらは当然であるが（１）で確認した建築基準法施行令の規定を満た

している。その上で、（２）～（４）で確認した各法令等に基づく定めを満たしてい

る物件数は表 14 に示すとおりである。なお、括弧書きは木造着工新設住宅数約 40

万戸に対する割合であり、物件は重複して申請が出されている場合もあると考えら

れる。 

 

表 14 平成 30年度に着工された木造住宅（約 40万戸）における住宅性能評価住宅、長期

優良住宅、フラット 35申請住宅の戸数と割合 

品確法による一戸建ての木造住宅性能評価書の発行戸数 約 9.3万戸（23.3％） 

長期優良住宅普及促進法による認定戸数 約 10.9万戸（27.3％） 

フラット 35（買取型・保証型）【住宅金融支援機構】の申請戸数 約 11.5万戸（28.8％） 

 

 以上（１）～（５）に述べたとおり、「野地板」及び「床下地の合板」は、各種法

令等において、一定の剛性や厚さがあることが求められ、現に近年建築される家屋

に使用される合板は厚くなってきていることが確認された。このように、構造材と

しての厚さが認められるのであれば、「野地板」及び「床下地の合板」は「柱・壁体」

に統合し、「主体構造部」へ含めることに合理性があると考えられる。その際、名称

は「構造用面材」とするのが適切であると考えられる。 

 

 

５ 「小屋組」の対応案 

 「小屋組」（和小屋組、洋小屋組）は、他の主体構造部に相当する部分と一体的に施

工されるものであることから、「柱・壁体」へ統合し、「主体構造部」に含めることに

合理性が認められる。 
 なお、現行の評価基準では、陸屋根と勾配屋根には異なる補正が用いられている（付

属資料２（付 2-1）。一方、非木造家屋の評価では、表 15 に示すとおり陸屋根と勾配

屋根では差がほとんどない旨の記述がある。ただし、当該内容がそのまま木造家屋の

小屋組について当てはまるわけではないため、統合後の木造家屋の小屋組について、

陸屋根と勾配屋根を同様に取り扱ってよいかについては引き続き検討が必要である。 

 

 

 

 

 

－14－
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表 15 陸屋根と勾配屋根における評価の差がほとんどないことに関する資料 

平成 18基準年度 評価替え質疑応答集－家屋篇（追録）－ （財団法人 資産評価システム研究センター） 

問 24 本則「軽量鉄骨住宅、アパート用建物」の屋根構造については、部分別「主体構造部」において勾

配屋根を想定して積算されていると思いますが、陸屋根の建物については、補正をする必要があるので

しょうか。 

答 非木造家屋本則「軽量鉄骨造住宅、アパート用建物」においては、屋根構造に係る軽量鉄骨は、勾配

屋根を想定して、部分別「主体構造部」に含めて積算されています。 

 陸屋根と勾配屋根の屋根構造は当然異なりますが、軽量鉄骨の使用量という観点からは、陸屋根と勾

配屋根の差はほとんどありません。 

 したがって、屋根構造が陸屋根の場合、補正の必要はありません。 
（注）下線は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 

平成 30年度 固定資産評価基準解説（家屋篇） 

P277「鉄骨造、軽量鉄骨造については、主体構造部の標準評点数に屋根構造（勾配屋根（山形ラーメン構

法ないしは山形トラス構法で施工されているもの））分が含まれている。」 

P278「鉄骨の使用量が不明確な場合で、屋根構造が鉄骨造であるときは、標準量において屋根構造相当分

の鉄骨量が含まれて算定されているので、これを加味する必要はない。」 

 
 

６ 「基礎」及び「床組」の対応案 

 基礎については、基礎自体は木質ではないが「３ 新たな部分別評点項目の検討」

のとおり、主体構造部と基礎の上位区分に「構造部（仮称）」を設け、その中に含める

ことが可能であると考えられる。 
 床組については、「鋼製束、大引、合板、梁、台輪、火打、方杖」のうち、鋼製束以

外は木質であることから、「柱・壁体」へ統合することで問題ないと考えられるが、鋼

製束は木質ではないことから、どの部分別評点項目へ含めるか検討が必要となった。 
 これについて、委員からは「鋼製束は構造的には基礎と完全に切れており、どちら

かというと床と組んでいるので床組に入れるべき」という意見もあったが、基礎の面

積が広がれば使用される鋼製束も増加し、両者に相関関係が認められることから、基

礎に含めることに合理性があると考えられた。 
 
 
 
 
 
 

－15－
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７ 見直し後の部分別区分のまとめ 

 以上の１～６の検討内容を整理すると、表 16～18のとおりとなる。表 16は見直し

後の木造家屋と非木造家屋の対照表であり、表 17は木造家屋の新旧対照表、表 18は

非木造家屋の新旧対照表である。 

 なお、部分別区分の見直しに合わせて文言の整理も行っており、表 17及び表 18に

おいて、新設、変更又は削除した部分を太字で表している。 

  

－16－
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表 16 木造家屋と非木造家屋の部分別の対照表 

 

主体構造部
柱、梁（土台、桁）、構造用
面材等で、家屋の主体となる
構造部分をいう。

主体構造部

基礎、柱、梁、壁体、床版、
小屋組、屋根版、階段等で、
家屋の主体となる構造部分を
いう。

基礎
建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分で、主体構造部を構成
しないものをいう。

外周壁骨組
外周壁の骨組で、主体構造部
を構成しないものをいう。

間仕切骨組
内部の各部屋を区画する間仕
切の骨組で、主体構造部を構
成しないものをいう。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床仕上 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根仕上 屋根仕上

建具 建具

特殊設備

電気設備
電気を使用するための設備を
いう。

衛生設備
給排水設備、衛生器具設備、
ガス設備等の総称をいう。

空調設備
温度、湿度等を保つための設
備をいう。

防災設備
火災の予防、避難、初期消
火、本格消火を支援する設備
をいう。

運搬設備
人貨の運搬に用いられる設備
をいう。

清掃設備
家屋の清掃に用いられる設備
をいう。

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要
な準備工事又は工事中の保安のための工事をいう。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要
な準備工事又は工事中の保安のための工事をいう。
(1)から(10)までのいずれの部分にも含まれない雑工事
をいう。

(1)から(9)までのいずれの部分にも含まれない部分をい
い、樋、階段及び床間等がこれに含まれる。

建築設備
電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備
等家屋に附属して家屋の機能を発揮するための設備を
いう。

電気設備、
衛生設備、
空調設備、
防災設備、
運搬設備等
家屋に附属
して家屋の
機能を発揮
するための
設備をい
う。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター
等をいう。

建築設備

構造部

屋根の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれ
るのは、おおむね次のとおりである。屋根面仕上材料
（瓦、金属板、化粧スレートボード等）、防水材料。

床の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれる
のは、おおむね次のとおりである。床面仕上材料（フ
ローリング、畳等）。
天井の仕上部分とその下地部分をいい、これに含まれ
るのは、おおむね次のとおりである。天井面仕上材料
（クロス、天井板等）、下地材料、野縁、釣木等。

劇場及び映画館のステージ、銀行のｶｳﾝﾀｰ、金庫室等の
特殊な設備又は階段の手摺等に別に装飾を施したもの
等をいう。

屋根の仕上部分とその下地部分をいう。

床の仕上部分とその下地部分をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいう。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター
等をいう。

木造の部分別区分及び内容（案）

構造部

外周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

非木造の部分別区分及びその内容（案）

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地部分
をいう。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。壁面仕上材料
（サイディング、鋼板、外装タイル等）、防水材料、
胴縁。
間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地部分
をいい、これに含まれるのは、おおむね次のとおりで
ある。壁面仕上材料（クロス、タイル、塗り壁等）、
下地材料、幅木。

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

基礎

建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分をいい、これに含まれ
るのは、おおむね次のとおり
である。根切工事、割栗地
業、鉄筋コンクリート等。

－17－
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表 17 木造家屋の部分別の新旧対照表 

 

柱・壁体 主体構造部

柱、梁（土台、桁）、構
造用面材等で、家屋の主
体となる構造部分をい
う。

基礎 基礎

建物の荷重を地盤に伝達
させる部分をいい、これ
に含まれるのは、おおむ
ね次のとおりである。根
切工事、割栗地業、鉄筋
コンクリート等。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根 屋根仕上

建具 建具

建築設備 建築設備

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない部
分をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれ
る。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

屋根面仕上、下地及び小屋組をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。屋根面仕
上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメ
ント瓦等）、防水材料、野地板、和小屋組、洋小
屋組。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から(9)までのいずれの部分にも含まれない部分
をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれる。

屋根の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。屋根面
仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード
等）、防水材料。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシヤッ
ター等をいう。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床面仕上及び床組をいい、これに含まれるのは、
おおむね次のとおりである。床面仕上材料（フ
ローリング、畳等）、鋼製束、大引、合板、梁、
台輪、火打、方杖。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。天井
面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボー
ド）、釣木受、回縁、竿縁、野縁、釣木等。

窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる襖、障
子、扉、サッシ、シャッター、出入口戸及び枠等
をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。天井面
仕上材料（クロス、天井板等）、下地材料、野
縁、釣木等。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床の仕上部分とその下地部分をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。床面仕上
材料（フローリング、畳等）。

木造の部分別区分及び内容（案）

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

建物の基脚部分をいい、これに含まれるものは、
おおむね次のとおりである。根切工事、砂利工
事、割栗工事、基礎（鉄筋コンクリート、沓石、
束石等）

現在の木造の部分別区分及び内容

壁体骨組を構成する部分のうち、土台、柱及び木
製パネル等の部分をいう。

･･･基礎へ統合 ･･･主体構造部へ統合 

－18－
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表 17 木造家屋の部分別の新旧対照表 

 

柱・壁体 主体構造部

柱、梁（土台、桁）、構
造用面材等で、家屋の主
体となる構造部分をい
う。

基礎 基礎

建物の荷重を地盤に伝達
させる部分をいい、これ
に含まれるのは、おおむ
ね次のとおりである。根
切工事、割栗地業、鉄筋
コンクリート等。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根 屋根仕上

建具 建具

建築設備 建築設備

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない部
分をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれ
る。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

屋根面仕上、下地及び小屋組をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。屋根面仕
上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメ
ント瓦等）、防水材料、野地板、和小屋組、洋小
屋組。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から(9)までのいずれの部分にも含まれない部分
をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれる。

屋根の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。屋根面
仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード
等）、防水材料。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシヤッ
ター等をいう。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床面仕上及び床組をいい、これに含まれるのは、
おおむね次のとおりである。床面仕上材料（フ
ローリング、畳等）、鋼製束、大引、合板、梁、
台輪、火打、方杖。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。天井
面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボー
ド）、釣木受、回縁、竿縁、野縁、釣木等。

窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる襖、障
子、扉、サッシ、シャッター、出入口戸及び枠等
をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。天井面
仕上材料（クロス、天井板等）、下地材料、野
縁、釣木等。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床の仕上部分とその下地部分をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。床面仕上
材料（フローリング、畳等）。

木造の部分別区分及び内容（案）

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

建物の基脚部分をいい、これに含まれるものは、
おおむね次のとおりである。根切工事、砂利工
事、割栗工事、基礎（鉄筋コンクリート、沓石、
束石等）

現在の木造の部分別区分及び内容

壁体骨組を構成する部分のうち、土台、柱及び木
製パネル等の部分をいう。

･･･基礎へ統合 ･･･主体構造部へ統合 
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表 18 非木造家屋の部分別の新旧対照表 

 
 
 

主体構造
部

基礎工事 基礎
建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分で、主体構造部を構成
しないものをいう。

外周壁骨
組

外周壁骨組
外周壁の骨組で、主体構造部
を構成しないものをいう。

間仕切骨
組

間仕切骨組
内部の各部屋を区画する間仕
切の骨組で、主体構造部を構
成しないものをいう。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床仕上 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根仕上 屋根仕上

建具 建具

特殊設備 特殊設備

電気設備
電気を使用するための設備を
いう。

衛生設備
給排水設備、衛生器具設備、
ガス設備等の総称をいう。

空調設備
温度、湿度等を保つための設
備をいう。

防災設備
火災の予防、避難、初期消
火、本格消火を支援する設備
をいう。

運搬設備
人貨の運搬に用いられる設備
をいう。

清掃設備
家屋の清掃に用いられる設備
をいう。

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

主体構造部

基礎、柱、梁、壁体、床版、
小屋組、屋根版、階段等で、
家屋の主体となる構造部分を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない木工事、金属
工事等をいう。

建築設備
電気設備、衛生設備、空調設備、防災設備、運搬設備等家屋に
附属して家屋の機能を発揮するための設備をいう。

劇場及び映画館のステージ、銀行のｶｳﾝﾀｰ、金庫室等の特殊な
設備又は階段の手摺等に別に装飾を施したもの等をいう。

(1)から(10)までのいずれの部分にも含まれない雑工事をいう。

劇場及び映画館のステージ、銀行のｶｳﾝﾀｰ、金庫室等の特殊な
設備又は階段の手摺等に別に装飾を施したもの等をいう。

建築設備

電気設備、衛
生設備、空調
設備、防災設
備、運搬設備
等家屋に附属
して家屋の機
能を発揮する
ための設備を
いう。

建物の外周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

建物の内周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

建物の覆蓋を構成する屋根部分のうち、主体構造部に含まれる
小屋組、屋根版等を除いた屋根葺下地、仕上部分、防水層等を
いう。

内部の各部屋を区画する間仕切の骨組をいう。

非木造の部分別区分及びその内容（案）

構造部
家屋の骨組を
構成する部分
をいう。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工
事又は工事中の保安のための工事をいう。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をい
う。

天井の仕上部分とその下地部分をいう。

屋根の仕上部分とその下地部分をいう。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をい
う。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地部分をいう。

床の仕上部分とその下地部分をいう。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工
事又は工事中の保安のための工事をいう。

床の仕上部分とその下地部分をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいう。

（鉄骨鉄筋コンクリート造)
骨組を鉄骨と鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコ
ンクリートを打ち込んで硬化して構築したもの。
（鉄筋コンクリート造）
骨組を鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンク
リートを打ち込んで硬化して構築したもの。
（鉄骨造）
形鋼と鋼板を組み合わせ、ボルト接合又は溶接によって構築し
たもの。
（コンクリートブロック造）
コンクリートブロックをモルタルをもって組積し、鉄筋で補強
したもの。

現在の非木造の部分別区分及び内容

建物の外周壁の骨組で、主体構造部を構成しないものをいう。

主体構造部
の種別

基礎、柱、梁、壁体、床版、小屋組、屋根版、階段等で、家屋
の主体となる構造部分をいう。

建物の荷重を支える地下構造部分を築造するための根切工事、
建物による荷重と地盤の状況に応じて施工する杭打地業及び割
栗地業等をいう。
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 表 16に関して、委員から「木造家屋の部分別区分に「特殊設備」を加えると、木造

家屋と非木造家屋の部分別区分が一致してわかりやすくなる」との意見があったが、

特殊設備に含まれる「劇場用特殊機器」等については、特定附帯設備として課税され

る場合や家屋と構造上一体となっていない場合等、家屋評価の対象とならない場合が

多く、特に木造家屋で特殊設備を評価することは稀であるため、木造家屋に「特殊設

備」の部分別区分を新設しなくてもよいこととした。なお、現行の評価基準において、

木造家屋の特殊設備は、非木造家屋の再建築費評点基準表から評点項目を転用するこ

とで評価が可能である。 
 
 

８ 木造家屋における「主体構造部」の補正項目の検討 
 次に、「柱・壁体」へ小屋組や床組を統合し、「主体構造部」という評点項目が新設

されることから、補正項目は現行の「柱・壁体」のまま設定してよいか検討が必要と

なった。 
 そこで、まず令和３基準年度から適用される評価基準の「柱・壁体」の再建築費評

点基準表の補正項目を確認したが、表 19のとおりであった。 
 
  

－20－
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表 19 現行（令和３基準）の柱・壁体の再建築費評点基準表 

 
 このうち、特に「平面の形状等」、「室数の多少」及び「開口率の大小」の補正項目

は、表 20 に示すとおり垂直部材を考慮した補正項目となっている（基準解説 P175～

P176参照）。 

 

表 20 補正項目「平面の形状等」「室数の多少」「開口率の大小」の概要 

平面の形状等 同一の延ベ床面積の建物であっても底辺を構成する各辺の多少によっては、延べ床

面積 1.0㎡当たりの外周壁骨組の施工量は異なる結果となる。一般的に平面の形状に

おいて凹凸の多いもの、細長いものにあっては、延べ床面積 1.0㎡当たりの外周壁骨

組の施工量は増加し、正方形に近いものにあっては減少する傾向にある。 

室数の多少 一般に、延べ床面積が同一の家屋を比べた場合、小部屋が多く（室数が多く）なれ

ば間仕切骨組の施工量は増加し、逆に大部屋が多く（室数が少なく）なれば間仕切骨

組の施工量は減少する。 

開口率の大小 開口部の多い建物は、外周壁骨組又は間仕切骨組が少なく、開口部の少ない建物は、

外周壁骨組又は間仕切骨組が多くなる。 

 

増点補正率 標　　　準 減点補正率

1.1 1.0

３階建のもの ２階建のもの

1.1 1.0 0.9

1.1 1.0 0.9

 小部屋の多い
 もの

 普通のもの  大部屋の多い
 もの

1.1 1.0 0.8

 小さいもの  普通のもの  大きいもの

1.1 1.0 0.9

 3.0ｍ程度の
 もの

 2.7ｍ程度の
 もの

 2.4ｍ程度の
 もの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

1.6 1.0 0.6

 多いもの  普通のもの  少ないもの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

部
分
別

評　点　項　目　及　び　標　準　評　点　数
標
準
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 しかし、前述のとおり建築的には柱と梁の量には関係があるため、垂直部材だけを

考慮して補正するのは不合理である。また、将来的に木造家屋において、明確計算を

導入した場合、明確計算では垂直部材（柱・間柱・構造用合板）と水平部材（梁・土

台・構造用合板）の資材量を一体で捉えて評価することとなるにもかかわらず、不明

確計算では垂直部材だけを考慮した補正を適用することとなるため、明確計算と不明

確計算で評価が不整合となる可能性もある。 
 そこで、これら垂直部材だけを考慮した補正項目については削除してはどうかと考

えられる。 
 次に、明確計算を導入している非木造家屋の主体構造部における補正項目を確認す

ると、「柱間」の補正項目が存在する（付属資料２（付 2-8・2-9）。当該補正項目は、

「固定資産税 非木造家屋評価実務マニュアル 平成 30基準年度版」（一般財団法人資

産評価システム研究センター）P150において「柱間の補正項目は、柱間が大きくなる

ほど、軸組を堅牢にしなければならないので、使用材数量が増加することを補正する

ものである。」とされているとおり、垂直部材と水平部材の分けなく軸組全体を考慮

したものとなっている。 
 以上のとおり、住まいの嗜好の変化等から近年設けられるようになっているＬＤＫ

等の大部屋や中大規模木造家屋の評価へ対応できるよう、垂直部材だけを考慮した補

正項目を削除するとともに、非木造家屋と同様「柱間」の補正項目を設けることで、

軸部全体を考慮した補正が可能になると考えられる。 

 以上の内容を反映した「構造部（仮称）」のうち、主体構造部の再建築費評点基準表

は表 21 のとおりである。なお、網掛部分は新設した項目、取り消し線部分は削除す

る項目である。  

－22－
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表 21 見直し後の木造家屋の主体構造部の再建築費評点基準表（案） 

 
 
 

９ その他必要な検討（木造家屋の用途別区分） 

 ８に述べたとおり、再建築費評点基準表の見直し案を検討したが、特に不明確計算

の際の標準量等は用途ごとに異なっていることから、再建築費評点基準表を見直す際

には全ての用途別区分について標準量及び補正項目等を検討する必要がある。 
 木造家屋の再建築費評点基準表の用途別区分を確認すると、現在「専用住宅用建物」、
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場用建物」、「病院用建物」、「工場、倉庫用建物」、「附属家用建物」、「簡易附属家用建

物」及び「土蔵用建物」の 13 種類に分かれており、それらの判断基準について、「固

定資産税 木造家屋評価実務マニュアル 平成 30基準年度版」（一般財団法人資産評価

システム研究センター）P13～P15では表 22のとおり示されている。 

 

表 22 木造家屋評点基準表における用途別区分とその判断基準 
用途別区分 判断基準 

① 専用住宅用建物  もっぱら人の居住の用のみに供することを目的として建築された一

戸建ての独立住宅の建物をいう。いわゆる二世帯住宅もこれに含まれ

る。 

② 共同住宅及び寄宿舎用建物  共同住宅用建物とは、一棟の建物を数個に区画し、それぞれの区画が

独立して居住の用に供するような建物で、原則として当該区画のみで

人の生活が成り立つような構造、設備を有するものである。各区画の独

立性が高く、ほとんど共用部分の見られないものが大多数を占めてい

るが、出入口、廊下、便所等が共同使用のものであっても共同住宅に含

まれる。 

 寄宿舎用建物とは、一棟の建物内に多数の区画を有し、各区画には、

生活単位として独立して生計を営むことができるような構造施設を備

えず、廊下、便所、浴室、食堂などが共同使用の形式の建物をいい、各

区画は居住生活の一部のみを満たす程度にとどめた構造形式の建物を

いう。 

③ 併用住宅用建物  一棟の建物内に居住の用に供する部分と店舗等の用に供する部分と

があり、それぞれの用に供するために必要な構造及び設備を有する建

物をいう。 

④ ホテル、団体旅館及び簡易

旅館用建物 

 ホテル用建物とは、客を宿泊させる目的で建設された建物で、洋風構

造又は洋風設備を有するものであって客室は区画されて施錠しうるも

のをいう。ただし、客室のすべてが洋式のものでなくても、これに準じ

た構造のものであれば、ホテルとして取り扱う。 

 団体旅館用建物とは、主として団体客を対象とする構造の建物をい

う。控えの間などがなく廊下から直接部屋に入りうる構造で、主として

学生団体客を対象とする程度の旅館である。したがって、同じ団体客を

扱う旅館であっても温泉地などの高級旅館はこれに該当しない。 

 簡易旅館用建物とは、客を宿泊させる目的で建築された建物である

が、睡眠及び休養に必要な最小限度の設備を有するものであり、いわゆ

る立体式ベッドを備えた簡易宿泊所程度のものをいう。 

－24－
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⑤ 普通旅館及び料亭用建物  普通旅館とは客を宿泊させる目的として建築された和風の構造の建

物をいい、料亭とは、和風構造という点では普通旅館と同じであるが、

和風設備の客席を設け、自家調理の飲食物を提供して客に遊興又は飲

食させる目的で建築された建物をいう。 

 いわゆる割烹旅館といわれるものは、これらの両方を行うものであ

る。 

⑥ 事務所及び銀行用建物  事務所及び銀行用建物とは、室内において事務及び業務を取扱うの

に適した構造、設備を有する建物をいう。洋風の構造のものが多く、事

務内容に応じた備品等の配置及び客との面談スペースの確保等を効率

的に自由に行えるように間取りの形状を単純で大きなものにしたもの

が多い。 

⑦ 店舗用建物  もっぱら物品の販売又は客に飲食、休憩、遊戯などをさせることを目

的として建築された建物をいう。いわゆる卸売店、小売店、飲食店、喫

茶店、各種のゲーム用施設などがこれに属する。 

⑧ 劇場用建物  演劇、音楽、演芸などを催し、客に見せ又は聞かせるために建築され

たもので、その目的に必要な舞台装置、放送設備、投光設備等を有する

ホール型の建物をいう。一般的に梁間が広く天井高が高く、間仕切が少

なく、固定式の客席が設置されている。 

⑨ 病院用建物  医業を営むことを目的にして建築された建物で、待合室、受付、診療

室、病室等に区画され相当数の病室を有するものをいう。病院として必

要な施設、設備を有しない診療所も病院として取り扱われる。 

⑩ 工場、倉庫用建物  物品の製造、加工、工作、修理、貯蔵及び保管の用に供することを目

的として建築された建物で、営業上必要な構造、施設を有するものをい

う。建物自体の構成部分は比較的単純で、基礎、壁体、屋根、床からな

り、天井がない場合もある。 

⑪ 附属家用建物  主として住宅に付属してその近隣に建築される建物をいい、主たる

家屋の用途（機能）を補完する目的に使用される。その用途は、物品の

収納庫、作業場またはそれらの一部に居室を有するような建物をいう。 

⑫ 簡易附属家用建物  主として本屋に付属する簡易な構造の建物をいい、物置、簡易畜舎、

堆肥舎、便所などの建物をいう。 

⑬ 土蔵用建物  物品の保管、貯蔵を目的として建築された建物で、我が国在来の耐火

構造の「蔵」をいう。一般的に土蔵造りといわれ、壁が厚く開口部が少

ない防火建物である。 
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 木造家屋に「主体構造部」を新設するに当たり、併せて表 22 に示す用途別区分の

うち、新たに建築される可能性の低いものや類似のものを統合することを検討した。 
 なお、非木造家屋の用途別区分は、「事務所、店舗、百貨店用建物」、「住宅、アパー

ト用建物」、「病院、ホテル用建物」、「劇場、娯楽場用等のホール型建物」、「工場、倉

庫、市場用建物」、「住宅用コンクリートブロック造建物」及び「軽量鉄骨造建物」と

なっており、構造により区分されているコンクリートブロック造建物及び軽量鉄骨造

建物を除けば、５つの用途別区分にまとめられている。 
 また、検討の参考として、総務省が取りまとめている平成 27 年度から令和元年度

までの「固定資産の価格等の概要調書」の「新増分家屋に関する調」を用いて、概要

調書における「新増分家屋」から増築分を控除した家屋（すなわち一棟全体を新築し

た家屋）の棟数と全体に占める割合を集計したところ、表 23 のとおりであった。 

 

表 23 木造家屋における新築棟数 

 
 
 

（１）「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」の統合 

 「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」については、表 24のとおり標準量の

差異は小さく、単位当たりに使用される資材量（すなわち、間仕切等の状況）は類

似しているため、統合することに合理性があると考えられる。なお、非木造家屋に

おいては前述のとおり事務所と店舗は同一の区分となっている。 
 また、実務において、「事務所及び銀行用建物」を適用すべきか、「店舗用建物」

（単位：棟）

割合 割合 割合 割合 割合

専用住宅 387,033 87.8% 352,514 87.0% 362,168 87.0% 368,199 87.0% 363,898 87.5%

共同住宅・寄宿舎 18,700 4.2% 20,436 5.0% 22,175 5.3% 23,946 5.7% 22,265 5.4%

併用住宅 4,518 1.0% 4,240 1.0% 4,382 1.1% 4,231 1.0% 4,069 1.0%

ホテル・旅館・料亭 232 0.1% 252 0.1% 405 0.1% 552 0.1% 693 0.2%

事務所・銀行・店舗 9,349 2.1% 9,204 2.3% 9,484 2.3% 9,525 2.3% 9,648 2.3%

劇場・病院 891 0.2% 802 0.2% 855 0.2% 803 0.2% 811 0.2%

工場・倉庫 4,874 1.1% 4,760 1.2% 4,768 1.1% 4,712 1.1% 4,624 1.1%

土蔵 4 0.0% 10 0.0% 6 0.0% 6 0.0% 6 0.0%

附属家 15,192 3.4% 13,004 3.2% 11,861 2.9% 11,200 2.6% 9,928 2.4%

合計 440,793 100.0% 405,222 100.0% 416,104 100.0% 423,174 100.0% 415,942 100.0%

※　「固定資産の価格等の概要調書」による数値であり、増築分は除いている。

※　端数処理の関係で、各用途の割合の計と「合計」は必ずしも一致しない。

令和元年度平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

－26－
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 木造家屋に「主体構造部」を新設するに当たり、併せて表 22 に示す用途別区分の

うち、新たに建築される可能性の低いものや類似のものを統合することを検討した。 
 なお、非木造家屋の用途別区分は、「事務所、店舗、百貨店用建物」、「住宅、アパー

ト用建物」、「病院、ホテル用建物」、「劇場、娯楽場用等のホール型建物」、「工場、倉

庫、市場用建物」、「住宅用コンクリートブロック造建物」及び「軽量鉄骨造建物」と

なっており、構造により区分されているコンクリートブロック造建物及び軽量鉄骨造

建物を除けば、５つの用途別区分にまとめられている。 
 また、検討の参考として、総務省が取りまとめている平成 27 年度から令和元年度

までの「固定資産の価格等の概要調書」の「新増分家屋に関する調」を用いて、概要

調書における「新増分家屋」から増築分を控除した家屋（すなわち一棟全体を新築し

た家屋）の棟数と全体に占める割合を集計したところ、表 23 のとおりであった。 

 

表 23 木造家屋における新築棟数 

 
 
 

（１）「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」の統合 

 「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」については、表 24のとおり標準量の

差異は小さく、単位当たりに使用される資材量（すなわち、間仕切等の状況）は類

似しているため、統合することに合理性があると考えられる。なお、非木造家屋に

おいては前述のとおり事務所と店舗は同一の区分となっている。 
 また、実務において、「事務所及び銀行用建物」を適用すべきか、「店舗用建物」

（単位：棟）

割合 割合 割合 割合 割合

専用住宅 387,033 87.8% 352,514 87.0% 362,168 87.0% 368,199 87.0% 363,898 87.5%

共同住宅・寄宿舎 18,700 4.2% 20,436 5.0% 22,175 5.3% 23,946 5.7% 22,265 5.4%

併用住宅 4,518 1.0% 4,240 1.0% 4,382 1.1% 4,231 1.0% 4,069 1.0%

ホテル・旅館・料亭 232 0.1% 252 0.1% 405 0.1% 552 0.1% 693 0.2%

事務所・銀行・店舗 9,349 2.1% 9,204 2.3% 9,484 2.3% 9,525 2.3% 9,648 2.3%

劇場・病院 891 0.2% 802 0.2% 855 0.2% 803 0.2% 811 0.2%

工場・倉庫 4,874 1.1% 4,760 1.2% 4,768 1.1% 4,712 1.1% 4,624 1.1%

土蔵 4 0.0% 10 0.0% 6 0.0% 6 0.0% 6 0.0%

附属家 15,192 3.4% 13,004 3.2% 11,861 2.9% 11,200 2.6% 9,928 2.4%

合計 440,793 100.0% 405,222 100.0% 416,104 100.0% 423,174 100.0% 415,942 100.0%

※　「固定資産の価格等の概要調書」による数値であり、増築分は除いている。

※　端数処理の関係で、各用途の割合の計と「合計」は必ずしも一致しない。

令和元年度平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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を適用すべきか判断に迷う場面も考えられるが、これらを統合することにより、評

価事務の効率化につながると考えられる。 
 

表 24 「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」の標準床面積と各標準量 

 
 

 参考に、これらの用途別区分の新増分家屋の棟数と一棟当たりの床面積を概要調

書から集計すると、表 25のとおりであった。 
  

表 25 「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」を合わせた新増分家屋の 
棟数と一棟当たりの床面積 

 
 なお、概要調書では、「事務所及び銀行用建物」と「店舗用建物」は区分して集計

されていないため、表 25 の数値はこれらの用途別区分を全て含んだものとなって

いる。 

 
 

（２）「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」、「普通旅館及び料亭用建物」及び「病

院用建物」の統合 

 「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」、「普通旅館及び料亭用建物」及び「病院

用建物」についても、表 26 のとおり標準量の差異は小さく、単位当たりに使用さ

れる資材量は類似しているため、統合することに合理性があると考えられる。なお、

非木造家屋においては前述のとおり病院とホテルは同一の区分となっている。 
 
 
 
 

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

事務所及び銀行用建物
店舗用建物

新増分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

棟数

一棟当たりの床面積（㎡）

－27－
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表 26 「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」、「普通旅館及び料亭用建物」及び「病院

用建物」の標準床面積と各標準量 

 
 

 また、ホテルと旅館を区別する必要性は低いため、「ホテル」に名称を統一しては

どうかと考えられる。 
 さらに、現在において「料亭用建物」はホテル等の区分に含まれるのではなく、

「店舗用建物」に該当するのではないかと考えられる。 
 これらの用途別区分について、参考に概要調書の数値を示すと表 27 のとおりで

ある。 
 
表 27 「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」及び「普通旅館及び料亭用建物」、「劇場

用建物」及び「病院用建物」の新増分家屋の棟数と一棟当たりの床面積 

 
 なお、概要調書では、「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」と「普通旅館及び

料亭用建物」、「劇場用建物」と「病院用建物」は区分して集計されていないため、

表 27の数値はそれぞれの用途別区分を含んだものとなっている。 
 

（３）「専用住宅用建物」と「附属家用建物」の統合 

 「附属家用建物」とは、表 22⑪のとおり「専用住宅用建物」と同様、「居室」を有

している家屋である。 
 また、建築基準法第６条第２項は表 28のとおり定められており、床面積が 10㎡

を超える家屋については、建築基準法に適合するものであることについて、建築主

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

ホテル、団体旅館及び
簡易旅館用建物
普通旅館及び料亭用建
物
病院用建物

－28－
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表 26 「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」、「普通旅館及び料亭用建物」及び「病院

用建物」の標準床面積と各標準量 

 
 

 また、ホテルと旅館を区別する必要性は低いため、「ホテル」に名称を統一しては

どうかと考えられる。 
 さらに、現在において「料亭用建物」はホテル等の区分に含まれるのではなく、

「店舗用建物」に該当するのではないかと考えられる。 
 これらの用途別区分について、参考に概要調書の数値を示すと表 27 のとおりで

ある。 
 
表 27 「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」及び「普通旅館及び料亭用建物」、「劇場

用建物」及び「病院用建物」の新増分家屋の棟数と一棟当たりの床面積 

 
 なお、概要調書では、「ホテル、団体旅館及び簡易旅館用建物」と「普通旅館及び

料亭用建物」、「劇場用建物」と「病院用建物」は区分して集計されていないため、

表 27の数値はそれぞれの用途別区分を含んだものとなっている。 
 

（３）「専用住宅用建物」と「附属家用建物」の統合 

 「附属家用建物」とは、表 22⑪のとおり「専用住宅用建物」と同様、「居室」を有

している家屋である。 
 また、建築基準法第６条第２項は表 28のとおり定められており、床面積が 10㎡

を超える家屋については、建築基準法に適合するものであることについて、建築主

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

ホテル、団体旅館及び
簡易旅館用建物
普通旅館及び料亭用建
物
病院用建物
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事の確認が必要である。 

 

表 28 建築基準法における建築の申請及び確認の定め 

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号） 

（建築物の建築等に関する申請及び確認） 

第６条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場

合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、

これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物

を建築しようとする場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法

律並びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、

構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるものをいう。以

下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済

証の交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で定める軽微

な変更を除く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようと

する場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を

含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げ

る建築物を建築しようとする場合も、同様とする。 

 一～四 （略） 

２ 前項の規定は、防火地域及び準防火地域外において建築物を増築し、改築し、又は移転しようとする

場合で、その増築、改築又は移転に係る部分の床面積の合計が十平方メートル以内であるときについて

は、適用しない。 

（注）下線は原文にはなく、説明の便宜上付加したものである。 

 

 そこで、標準床面積を確認すると、表 29のとおり「附属家用建物」は 66㎡と「専

用住宅用建物」に比べてやや小さいが 10 ㎡を超えているため、「専用住宅用建物」

と同様に建築基準法が適用されることとなり、建築基準法で求められる規定に適合

する必要がある。 

  

－29－
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表 29 「専用住宅用建物」と「附属家用建物」の標準床面積と各標準量 

 
  

 さらに、特に増築した部分を評価する際、実務においてどちらの用途別区分を適

用すべきか判断に迷う場面が考えられるが、これらを統合することにより、評価事

務の効率化につながると考えられる。 
 

（４）「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」の統合 

 「簡易附属家用建物」は表22⑫のとおり、物置等の用途に適用されるため、「物品

の製造、加工、工作、修理、貯蔵及び保管の用に供することを目的として建築され

た建物」である「工場、倉庫用建物」と使用用途が異なるものではない。 
 また、表 30のとおり「簡易附属家用建物」の標準床面積は 33㎡であり、10㎡を

超えているため「工場、倉庫用建物」と同様に建築基準法が適用されることとなり、

建築基準法で求められる規定に適合する必要がある。 

 

表 30 「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」の標準床面積と各標準量

 

 
 さらに、簡易な家屋を評価する際、「附属家用建物」を適用すべきか「簡易附属家

用建物」を適用すべきか判断に迷う場面が考えられるが、このように各用途別区分

を廃止することにより、評価事務の効率化につながると考えられる。 
 「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」について、参考に概要調書の数値

を示すと表 31のとおりである。 
  

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

専用住宅用建物
附属家用建物

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

工場、倉庫用建物
簡易附属家用建物
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表 29 「専用住宅用建物」と「附属家用建物」の標準床面積と各標準量 

 
  

 さらに、特に増築した部分を評価する際、実務においてどちらの用途別区分を適

用すべきか判断に迷う場面が考えられるが、これらを統合することにより、評価事

務の効率化につながると考えられる。 
 

（４）「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」の統合 

 「簡易附属家用建物」は表22⑫のとおり、物置等の用途に適用されるため、「物品

の製造、加工、工作、修理、貯蔵及び保管の用に供することを目的として建築され

た建物」である「工場、倉庫用建物」と使用用途が異なるものではない。 
 また、表 30のとおり「簡易附属家用建物」の標準床面積は 33㎡であり、10㎡を

超えているため「工場、倉庫用建物」と同様に建築基準法が適用されることとなり、

建築基準法で求められる規定に適合する必要がある。 

 

表 30 「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」の標準床面積と各標準量

 

 
 さらに、簡易な家屋を評価する際、「附属家用建物」を適用すべきか「簡易附属家

用建物」を適用すべきか判断に迷う場面が考えられるが、このように各用途別区分

を廃止することにより、評価事務の効率化につながると考えられる。 
 「工場、倉庫用建物」と「簡易附属家用建物」について、参考に概要調書の数値

を示すと表 31のとおりである。 
  

標準床面積
（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

専用住宅用建物
附属家用建物
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（㎡）

基礎の立ち
上がり
(m/㎡)

外壁仕上
(㎡／㎡)

柱・壁体
(㎡／㎡)

内壁仕上
(㎡／㎡)

建具
(㎡／㎡)

工場、倉庫用建物
簡易附属家用建物
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表 31 「工場、倉庫用建物」と「附属家用建物」及び「簡易附属家用建物」の新増分家屋

の棟数と一棟当たりの床面積 

 

  
 なお、概要調書では、「附属家」と「簡易附属家」は区分して集計されていないた

め、表 31の数値はそれぞれの用途別区分を含んだものとなっている。 
 
 

（５）「劇場用建物」への対応 

 木造の「劇場用建物」は、耐火の観点から近年は新築されるケースが極めて少な

いため、当該用途別区分は廃止することが適切であると考えられる。 
 当該用途別区分を廃止後に、仮に木造の「劇場用建物」が新築された場合、どの

再建築費評点基準表を適用すべきかが問題となるが、「事務所及び銀行用建物」（さ

らに店舗用建物の統合を検討）を適用することで、適切に評価することができると

考えられる。 
 
 

（６）「土蔵用建物」への対応 

 「土蔵用建物」の新増分の棟数は、表 32のとおり直近の５年間で年間５棟程度と

非常に少数であるため、廃止することが適切であると考えられる。 

 
表 32 「土蔵用建物」の新増分家屋の棟数と一棟当たりの床面積 

 
 

 「劇場用建物」と同様、仮に「土蔵用建物」が新築された場合に、どの再建築費評

用途 新増分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

棟数

一棟当たりの床面積（㎡）

棟数

一棟当たりの床面積（㎡）

工場、倉庫用建物

附属家及び簡易附属家

新増分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

棟数

一棟当たりの床面積（㎡）
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点基準表を適用すべきかが問題となるが、「工場、倉庫用建物」（さらに簡易附属家

用建物の統合を検討）の再建築費評点基準表に、外壁仕上の「土蔵壁／漆喰壁」と、

内壁仕上の「土蔵壁／塗仕上」を追加することで、適切に評価することができると

考えられる。 
 
 

（７）「併用住宅用建物」への対応 
 評価基準では、複合用途の家屋について、「一棟の建物で二以上の異なった構造

を有する部分のある家屋については、当該各部分について、それぞれに対応する木

造家屋評点基準表を適用するものとする。」（評価基準第２節二１（３））とされてい

るが、「併用住宅用建物」は表22③において、「一棟の建物内に居住の用に供する部

分と店舗等の用に供する部分とがあり、それぞれの用に供するために必要な構造及

び設備を有する建物をいう。」とされているとおり、複合用途の家屋に１つの再建

築費評点基準表で評価できるものとなっている。 
 表 33のとおり、「併用住宅用建物」は年間 4,000棟以上評価されており、適用頻

度の比較的高い用途別区分となっている。 

 
表 33 「併用住宅用建物」の新増分家屋の棟数と一棟当たりの床面積 

 
 

 このように、150㎡程度の家屋についてまで厳格に住宅部分と店舗部分に適用す

る再建築費評点基準表を分けると、評価事務が繁雑となり、簡素化に逆行すること

から、「併用住宅用建物」の再建築費評点基準表については、現状のまま存続させる

ことが望ましいと考えられる。 
 ただし、規模の大きな併用住宅についてまで当該用途別区分を適用した場合、前

述の評価基準第２節二１（３）の趣旨に反する可能性があることから、留意が必要

である。 
 
 

（８）まとめ 
 以上のとおり検討した内容を整理すると、表 34のとおりとなり、現在の 13種類

新増分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

棟数

一棟当たりの床面積（㎡）
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の再建築費評点基準表は６種類にまとめることができると考えられる。ただし、統

合や廃止による弊害については検証していないため、今後さらなる検討を行う必要

がある。 

 

表 34 用途別区分の統合等のまとめ 

 

  

木造家屋再建築費評点基準表 統合又は削除の理由と課題等

１ 専用住宅用建物
２ 附属家用建物

② ２ 共同住宅及び寄宿舎用建物
・専用住宅用建物とは家屋の
状況が異なるため統合しない

③ ２ 併用住宅用建物

・評価の簡素化に寄与してい
るため廃止しない
・大規模な併用住宅用建物へ
の適用は留意が必要

２ 事務所及び銀行用建物
２ 店舗用建物

２
ホテル、団体旅館及び簡易旅
館用建物

２ 普通旅館及び料亭用建物
２ 病院用建物

２ 劇場用建物

・新築棟数が少ないと考えら
れるため削除
・評価する際は「事務所」等
で評価

２ 劇場、娯楽場用等のホール型建物

２ 工場、倉庫用建物

２ 簡易附属家用建物

２ 土蔵用建物

①

④

⑤

⑥

事務所、店舗、百貨店用建物

病院、ホテル用建物

工場、倉庫、市場用建物

２

２

別表第８ 対応する非木造家屋再建築費評点基準表

住宅、アパート用建物２

・附属家は小規模な専用住宅
家屋であるため統合

・間仕切り等の状況は異なら
ないため統合

・間仕切り等の状況は異なら
ないため統合
・旅館はホテルに含まれる
・料亭は店舗と考えられる

・簡易附属家は小規模な工
場・倉庫用建物であるため工
場、倉庫用建物へ統合
・土蔵用建物は新築棟数が少
ないため削除
・土蔵用建物を評価する場合
に備えて「工場、倉庫用建
物」の積算基礎を工夫

１

－33－
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Ⅳ 木造家屋の部分別「建具」の見直しの検討 

 
１ 現行の評価基準における標準量 

 はじめに、現行の評価基準における建具の積算の内訳や標準量の考え方を確認する。 
 

（１）評価基準における建具 

 評価基準においては、部分別「建具」は表 35のように示されている。 
 

表 35 評価基準に示されている部分別「建具」 
評価基準第２章 家屋 

第２節 木造家屋 

二 部分別による再建築費評点数の算出方法 

３ 木造家屋評点基準表の部分別区分 

(8) 建具 

 窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる 襖
ふすま

、障子
しょうじ

、扉、サッシ、シャッター、出入口戸及び枠等を

いう。 
 

 そして、令和３基準年度から適用される評価基準では、建具の積算基礎は表 36の

とおりとなっており、これらを組み合わせることで建具の標準評点数が積算されて

いる。専用住宅用建物の単位当たり標準評点数の積算例は表 37のとおりである。 
 また、それぞれの評点項目における想定資材は、「固定資産評価基準の一部改正

について（通知）」（令和２年６月 16日総税評第 27号総務省自治税務局資産評価室

長通知）の別紙３「令和３基準年度 再建築費評点基準表に関するＱ＆Ａ（参考）」

（付属資料４）のとおりである。 
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表 36 建具の積算基礎 

 
表 37 専用住宅用建物「建具」の単位当たり標準評点数積算例 

 

１０．建具（１．０㎡当たり）

資材費評点数 労務費評点数
下地その他の

評点数
合計評点数

単位当たり
標準評点数

上 （材工共）
並 （材工共）
上 （材工共）
並 （材工共）
特 （材工共）
上 （材工共）
中 （材工共）
並 （材工共）
上 （材工共） －
中 （材工共） －
並 （材工共） －
上 （材工共）
中 （材工共）
並 （材工共）
上 （材工共） －
中 （材工共） －
並 （材工共） －
特 （材工共） －
上 （材工共） －
中 （材工共） －
並 （材工共） －

網戸（銅製） （材工共） －
ガラス戸 （材工共） －

塗込扉開き戸 （材工共） －
塗込扉引戸 （材工共） －

鉄扉 （材工共） －
（材工共） －
（材工共） －

鉄格子 （材工共） －
網戸（腰板付） （材工共） －

サッシ

雨戸・シャッター

ルーバー

土蔵

内戸

外戸

塗込開き戸
塗込引戸

格子戸

ふすま

障子

木製扉

玄関戸

評点項目

玄関 サッシ ふすま 障子
雨戸・

シャッター
ルーバー

合計
（標準評点数）

0.03 0.28 0.07 0.03 0.07 0.22 0.10 0.03 0.83

標準項目 中 上 並 並 中 上 上 中

単位当たり標準評点数
（1.0㎡当たり）

90,630 30,500 12,850 13,970 25,670 31,390 35,270 16,720

標準評点数 2,718 8,540 899 419 1,796 6,905 3,527 501
25,305

（25,300）

標準項目 並 中 並 並 中 並 中 並

単位当たり標準評点数
（1.0㎡当たり）

74,160 23,630 12,850 13,970 25,670 17,790 24,070 9,810

標準評点数 2,224 6,616 899 419 1,796 3,913 2,407 294
18,568

（18,560）

標準項目 並 並 並 並 並 並 並 並

単位当たり標準評点数
（1.0㎡当たり）

74,160 18,390 12,850 13,970 17,790 17,790 10,520 9,810

標準評点数 2,224 5,149 899 419 1,245 3,913 1,052 294
15,195

（15,190）

区分

建具面積（単位㎡）

木製扉

上

中

並

－35－
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 なお、ガラス及び網戸については、表 38 に示すとおり基準解説 P211 において、

木造家屋のサッシの点数に含まれている旨の記述があることから、別途評価する必

要はない。 

表 38 基準解説におけるガラス及び網戸に関する記述 

第８節 建具 

Ⅰ 建具の内容 

３ 評点付設に当たって留意すべき事項 

(2) 用途別の建具の標準評点数は、通常使用されている建具を基準として、非木造家屋のサッシと違い、

木造家屋のサッシはガラス及び網戸を含めて積算されており、特別な用途の建具（軽量シャッター・ガ

ラスブロック等）については除外されているので、これらの除外された建具が使用されている場合は、

別に評点数を加算する必要がある。 

 

（２）建具の標準量 

 付属資料２（付-2）及び表 37 のとおり、建具の標準量は「延べ床面積 1.0 ㎡当

たり 0.83 ㎡」となっている。これは、図１のように、例えば延べ床面積 100 ㎡の

戸建専用住宅の場合、サッシやふすまの見付面積の合計が 83 ㎡であることを意味

している。この際、雨戸・シャッターやルーバーは、通常サッシに重ねて設置され

るため、同部分を二重に計測した値となる点に留意が必要である。 

 
図１ 外部建具のイメージ 

 
 近年の戸建専用住宅は、従来のものと比べ、外部建具であれば、省エネルギー等

で窓が小さくなってきていることや玄関以外の出入口（勝手口）がなくなってきて

いること、内部建具であれば、ＬＤＫが広くなってきていることや和室が減少して

きていること等から、施工される建具量が、現行の標準量（延べ床面積 100㎡に対

する見付面積 83 ㎡）よりも減少してきていることが推察される。固定資産評価基

－36－
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準で定める標準量については、これまで近年施工された家屋のデータに基づき見直

しを行ってきたことから、今回も「２ サンプルデータの収集方法」に示すとおり

サンプルを収集し、調査を行うこととした。 

 

 
２ サンプルデータの収集方法 

 建具量の調査は、実際に家屋の評価を行っている市町村へ建具のデータの提供を依

頼する方法により行うこととした。 
 

（１）依頼団体 

 特に外部建具に関しては、寒冷地等では小さくなる等の地域性がある可能性も考

えられるため、地域的な偏りが生じないよう留意し、12団体にデータ提供を依頼し

た。 
 

（２）収集データ 

 下記の①～⑤に示す要件に合致する家屋（各団体 10 件程度ずつ）の建具のデー

タ及び平面図・立面図を収集した。 
① ２階建て木造専用住宅用建物 
② 延べ床面積 80㎡～120㎡程度 
③ 直近５年以内に建築された家屋 
④ 特殊な補正を適用していない家屋 
⑤ 比準評価を実施している団体においては標準家屋 

 なお、収集したデータには軽量鉄骨造建物のものが混在していたが、建具量は木

造でも軽量鉄骨造でも異ならないため、建具量の確認に当たっては、軽量鉄骨造建

物のデータも活用した。 
 
 

３ 調査方法及び調査結果 

 建具に限らず、標準量の見直しに当たっては、近年施工された家屋のデータを地域

的な偏りが生じることなく大量に収集して、統計的に分析することが望ましい。 

 しかし、「２ サンプルデータの収集方法」のとおり各団体へ依頼したところ、収集

できた物件は 129件あり、このうち７件は平面図及び立面図が集められなかったため、

具体的に建具量を確認することができるのは 122件と数に限りがあった。 

 表 23のとおり、木造専用住宅は毎年約 36万棟新築されていることから、これらの

評価の統計分析のための標本数として、122 件は少ないと考えられる。そこで、本委

員会の調査では統計的に分析するのではなく、当該 122件の家屋の特徴を細かく検討
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して、建具量が標準的であると判断できる家屋を抽出して絞り込んでいく方法で３件

の調査対象家屋を選定し、建具量を確認することとした。 

 調査対象家屋の選定は以下の（１）～(４)に示す手順により行った。 

 

（１）建具量へ影響する可能性があると考えられる要素及び形状等による絞り込み 

 建具量へ影響する可能性が僅かでもあるのではないかと考えられる要素を検討

したところ、表 39 の６項目が挙げられた。これらについては、結果的に建具量へ

影響がないことも考えられるが、僅かでも影響する可能性があるのであれば、各項

目において、多数に属するサンプルデータの中から調査対象家屋を選定した方が、

より標準的な建具量を捉えることができると考えられるため、当該手順を踏まえる

こととした。 

 当該６項目について、122 件の物件を調査したところ、表 39の「サンプルデータ

の確認結果」のとおりとなった。 

 前述のとおり「サンプルデータの確認結果」のそれぞれの項目において、多数の

グループに属するデータの家屋の方が、より標準的である可能性が高いと考えられ

るため、調査対象家屋はこれら６項目全てにおいて、多数のグループに属するデー

タの家屋から選定することとした。全ての項目で多数のグループに属していたのは

59件であった。 

 

  

－38－
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表 39 各要素の確認結果 

 

 

（２）家屋の形状等による絞り込み 

 （１）において 59件に絞り込んだが、家屋が特殊な形状等である場合、このこと

が開口部（外部建具）や木製扉の箇所数（内部建具）等へ影響する可能性も考えら

れることから、調査対象家屋は形状等についても比較的標準的であると考えられる

家屋の中から選定することとした。そこで、形状等が標準的であるかどうかを判定

するための調査項目として、表 40 の６項目が考えられた。これらについても、建

具量へ僅かでも影響する可能性があると考えられるものであれば、家屋の形状等が

標準的なサンプルデータの中から調査対象家屋を選定することが、より標準的な建

具量を捉えることにつながるものと考え、当該手順を踏まえることとした。 

 統計分析を行う際には、一般的に「平均値±標準偏差」の範囲が標準的であると

考えられることから、これら６項目については、この考え方を用いて絞り込むこと

とした。その結果、当該６項目について 59件の物件を検討したところ、表 40の「サ

ンプルデータの確認結果」のとおりとなった。「サンプルデータの確認結果」のそれ

ぞれの項目において、Ａ（「平均値±標準偏差」内の物件）の方が、より標準的であ

るといえる可能性が高いと考え、調査対象家屋はこれら６項目全てにおいて、Ａに

建具への影響

有 無

１階 ２階

１階 ２階

有 無

有 無

2箇所 1箇所

項目 サンプルデータの確認結果

⑤ ２階バルコニーの有無
２階にバルコニーがなければ、掃
き出し窓ではなくなるため、開口
部が小さくなる可能性がある

⑥ トイレの個数
木製扉及び換気用開口部の数量か
ら、建具量に影響する可能性があ
る

③ LDKの位置
２階に位置する場合、眺望等によ
り開口部を大きくする可能性があ
る
小屋裏収納があることで家屋全体
が高くなるため、開口部の面積に
影響する可能性がある

小屋裏収納の有無④

① 吹抜空間の有無
吹抜空間がある場合、１階に採光
が届くよう２階の開口部を大きく
する可能性がある
１階に位置する場合、防犯上開口
部にルーバーを設置する可能性が
ある

浴室の位置する階数②

－39－



 

40 
 

建具への影響

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

サンプルデータの確認結果

A：「平均値±標準偏差」内の物件
B：「平均値±標準偏差」外の物件

⑤
１階に対する２階の割合
＝２階床面積/１階床面積

⑥ LDK以外の室数

居室の箇所や配置等に
より、特に内部建具量
（木製扉）へ影響する
可能性がある

③
階高
＝１階床面から最高軒高さ
の距離

④
概算外壁仕上面積
＝②×③

平面の形状や外壁面積
の程度により、特に外
部建具量へ影響する可
能性がある

項目

①
辺長比
＝１階長辺/１階短辺

②
概算外周長
＝（１階長辺＋１階短辺）
×２

属するデータの家屋から選定することとした。全ての項目でＡに属していたのは 59

件中 14件であった。 

 

表 40 形状等の確認結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）調査対象家屋の選定 

 （１）及び（２）により絞り込んだ 14件の物件について、平面図及び立面図を用

いて建具量を計測した結果、表 41 のとおり、建具量の平均値は延べ床面積 1.0 ㎡

当たり 0.540となり、現在の標準量 0.83より少ない結果となった。 
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表 41 建具平均値 

 

 

 ただし、当該 14 物件を確認したところ、ルーバーとシャッターの有無により建

具量が異なっていた。これは、図１に示したようにサッシの面積を計測したうえで、

その外側に設置されたルーバーやシャッターの面積を計測することとなるため、ル

ーバーやシャッターが有る場合はサッシと同じ部分を二重に計測することとなる

ことに起因している。 

 すなわち、外部建具であれば、省エネルギー等で窓が小さくなってきていること

や玄関以外の出入口（勝手口）がなくなってきていること、内部建具であれば、Ｌ

ＤＫが広くなってきていることや和室が減少してきていること等から、ルーバー及

びシャッター以外の延べ床面積 1.0㎡当たりの建具量は近年の戸建専用住宅では一

定となってきているのではないかと考えられるが、ルーバー及びシャッターに関し

ては、防犯に対する所有者の意識の相違や、家屋の所在する地域性等に左右され、

図２のとおり、要素や形状等が同じ家屋でもこれらの相違から建具量の合計が異な

ることとなる。したがって、ルーバー及びシャッターを含めることは、標準的な建

具量を求めることに馴染まないものと考えられる。 

 

ルーバー
面積

シャッター
面積

ルーバー・
シャッター

面積

外部建具
見付面積

外部建具
合計

(㎡) (㎡) (㎡) (㎡) (㎡) (㎡) (㎡) (㎡) 「建具見付面積/延床面積」

平均値

建具合計 建具割合№ 床面積

外部建具

内部建具

「建具見付面積 延べ床面積」

延べ
床面積

－41－
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図２ ルーバー及びシャッターの有無による相違 

 

 そこで、当該 14 物件について、ルーバー及びシャッターを控除した建具量を求

め、その中から調査対象家屋を選定することとした。14物件について、ルーバー及

びシャッターを控除した建具量は表 42 のとおりとなり、延べ床面積 1.0 ㎡当たり

の建具量の平均値は 0.485㎡となった。 

 

表 42 ルーバー・シャッターを控除した建具平均値 

 

(A＋B)

(㎡) (㎡) (㎡) (㎡)
「シャッター・ルーバーを除く
建具見付面積/延床面積」

平均値

ルーバー・シャッターを
控除した建具の割合

ルーバー・シャッ
ターを除く
外部建具

№ 床面積 内部建具

ルーバー・
シャッター
を控除した
建具の合計

建具見付面積 延べ床面積」

延べ
床面積

－42－
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 以上により、調査対象家屋は単位当たりの建具量がなるべく平均値に近い No.７、

11 及び 12 の３物件とすることとした。なお、当該３物件について、平面図及び立

面図を確認したところ、特段特殊性は認められなかった。 

 

（４）標準量の算定 

 （３）で調査対象家屋を選定する段階では、防犯に対する所有者の意識の相違等

に左右されることなく選定する必要があるため、ルーバー及びシャッターを除いた

建具量を求めたが、標準量の算定においては、図３のように１階だけにルーバー及

びシャッターがあるものを標準と仮定することとした。 

 

 

図３ 本委員会における標準量を求めるモデルとするイメージ 

 

 そこで、調査対象家屋３物件について、立面図を用いて、現に１階にルーバー等

がない物件は、ルーバー等が設置されていた場合の建具量を計測して加算し、１階

だけにルーバー及びシャッターがある状態の建具量を求めた。その結果、表 43 の

とおり本委員会で行った選定方法に基づく建具の標準量は、延べ床面積 1.0㎡当た

り 0.61㎡となった。 

 

表 43 建具標準量 

 

 

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
①
②
③

標準
家屋

平均値

令和３基準
建具面積
（単位㎡）

雨戸・
シャッター

1階のみシャッター・ルーバーがある場合

区分 玄関 サッシ ふすま 障子 木製扉 合計① ルーバー 合計②

－43－
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 分析の過程を確認すると、収集したデータ及び図面は最近建築された家屋のもの

であり、近年の省エネルギー等による建具の傾向を反映したものとなっている。ま

た、調査対象家屋は、建具量へ影響する可能性があると考えられる各項目において

多数に属するデータ及び「平均値±標準偏差」内の物件から選定されたものである。

したがって、当該調査対象家屋から求めた建具量は標準的な数値とみなして支障な

いものであると考えられる。 

 表 37 の数値について、以上のとおり求められた標準量の数値に入れ替えると、

表 44のとおりとなる。 

 

表 44 標準量見直し後の建具の標準評点数 

 

 

 

４ 評点項目の区分の検討及び補正項目の適用の確認 

 標準量の見直しに併せて、建具の評点項目の区分について統合することができない

か検討した。また、これらの見直しに伴い、どのように補正項目を適用すればよいか

を確認した。 

 現行の建具の再建築費評点基準表では、表 45 のとおり、建具の評点項目は「上・

中・並」の３区分に分かれている。また、補正項目は「施工量の多少」と「施工の程

度」があり、それぞれ増減点補正率が定められている。 

 

 

 

玄関戸 サッシ ふすま 障子
雨戸・

シャッター
ルーバー 合計

標準項目 中 上 並 並 中 上 上 中 合計(上)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 中 並 並 中 並 中 並 合計(中)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 並 並 並 並 並 並 並 合計(並)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

建具 木製扉

割合

上

評点

中

評点

並

評点

－44－
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表 45 現行（令和３基準）の建具の再建築費評点基準表 

 

 

 現在、最低限施工される建具はある程度画一化されているため、評点項目を１つの

区分に統合することも考えられたが、本委員会では、統合により評点項目の区分は減

少するものの、標準と異なる場合には補正項目で対応しなければならず、統合は必ず

しも簡素化につながらないため、１つの区分に統合することは不適当と考えた。 

 現行の評価基準の部分別「建具」では、評点項目の各区分に含まれる各種の建具の

内訳を表 37 のとおりとしているが、これを簡素化すると表 46のとおりとなる。 

 

表 46 建具の各区分の内訳 

 

 「上」と「中」については、「ふすま」と「障子」以外の建具の想定資材は相違して

おり、それは表 37 及び表 45 の標準評点数の相違につながっている。一方、「中」と

「並」については、「サッシ」、「木製扉」及び「雨戸・シャッター」の想定資材に相違

はあるが、それ以外はいずれも「並」となっており、「中」の組合せと「並」の組合せ

は比較的類似し、標準評点数も「上」と「中」ほどの乖離はない。このことから、「中」

と「並」の相違の内容を確認し、いずれかを廃止できないかを検討した。 

 それぞれの評点項目の想定資材は付 4-1のとおりであるが、「中」と「並」の相違で

ある「サッシ」、「木製扉」及び「雨戸・シャッター」を抜き出したものが、表 47であ

る。 
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表 47 「サッシ」、「木製扉」、「雨戸・シャッター」の「中」と「並」の相違 

区分 中 並 

サッシ アルミサッシのもの 

(複層 Low-Eガラス、網戸を含む) 

アルミサッシのもの 

(複層ガラス、網戸を含む) 

木製扉 ガラス・ガラリ付のポリエステル合板戸 プリント合板戸 

雨戸・ 

シャッター 

手動シャッター 引違雨戸サッシ 

 

 昨今の木造家屋の建具において、「並」が想定する資材が施工されることは少なく、

「中」が想定する資材が施工されることが一般的となっていると考えられることから、

建具の評点項目の「並」の区分は廃止しても差し支えないと考えられる。このことに

より、評価の簡素化に加えて、納税者への説明も容易になると考えられる。 

 以上のとおり、標準量及び評点項目の区分の見直しを行った結果、建具の施工量が

標準量と異なる家屋や、評点項目のいずれの区分とも合致しない家屋については、「施

工量の多少」や「施工の程度」の補正項目で対応することが考えられるが、これらの

補正の適用例を検討した。 

 

① 「施工量の多少」による補正の例 

 「施工量の多少」による補正項目は、基準解説 P213 において、「個々の家屋に使用

されている建具の、延べ床面積 1.0 ㎡当たりの建具面積を、標準量で除して求めるも

のである」とされている。 

 本委員会の検討では１階だけに「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置され

ている状態を標準と仮定したため、２階にも「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」

が設置されていた場合や１階に「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置されて

いなかった場合には、「施工量の多少」の補正で対応することが考えられる。 

 これらの場合の増減点補正について、表 43で求めた各建具面積を基に算出したとこ

ろ、表 48及び図４のとおり、２階にも「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置

されていた場合の評価額の比率は 1.16、１階に「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」

が設置されていなかった場合の評価額の比率は 0.84 となった。改正後の評価基準で

は、これらの数値を参考に補正率を定めることが考えられる。 
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表 47 「サッシ」、「木製扉」、「雨戸・シャッター」の「中」と「並」の相違 
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木製扉 ガラス・ガラリ付のポリエステル合板戸 プリント合板戸 

雨戸・ 

シャッター 

手動シャッター 引違雨戸サッシ 
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標準量と異なる家屋や、評点項目のいずれの区分とも合致しない家屋については、「施

工量の多少」や「施工の程度」の補正項目で対応することが考えられるが、これらの

補正の適用例を検討した。 

 

① 「施工量の多少」による補正の例 

 「施工量の多少」による補正項目は、基準解説 P213 において、「個々の家屋に使用

されている建具の、延べ床面積 1.0 ㎡当たりの建具面積を、標準量で除して求めるも

のである」とされている。 

 本委員会の検討では１階だけに「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置され

ている状態を標準と仮定したため、２階にも「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」

が設置されていた場合や１階に「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置されて

いなかった場合には、「施工量の多少」の補正で対応することが考えられる。 
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ろ、表 48及び図４のとおり、２階にも「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置
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は、これらの数値を参考に補正率を定めることが考えられる。 
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表 48 建具における「施工量の多少」の補正率の算出 

【２階にも「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置されている場合】 

 

 

【１階に「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」が設置されていない場合】 

 

 

玄関戸 サッシ ふすま 障子
雨戸・

シャッター
ルーバー 合計

標準(表44）に
対する割合

標準項目 中 上 並 並 中 上 上 中 合計(上)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 中 並 並 中 並 中 並 合計(中)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 並 並 並 並 並 並 並 合計(並)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

平均値

並

評点

中

評点

割合

上

評点

増点

建具 木製扉

玄関戸 サッシ ふすま 障子
雨戸・

シャッター
ルーバー 合計

標準(表44）に
対する割合

標準項目 中 上 並 並 中 上 上 中 合計(上)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 中 並 並 中 並 中 並 合計(中)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 並 並 並 並 並 並 並 合計(並)
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

平均値

中

評点

並

評点

減点

建具 木製扉

割合

上

評点
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図４ 施工量の多少の補正算出のイメージ 

 

② 「施工の程度」による補正の例 

 評価基準では表 37 のとおり、表 36 の積算基礎を組み合わせることで建具の標準評

点数が積算されているが、現実には表 37の積算例と異なる家屋も存在する。 

 例えば、サッシの評点項目は積算基礎の「上」に該当するが、それ以外の評点項目

は建具の「中」に該当する家屋の場合、それぞれの合計の標準評点数は表 49のとおり

算出される。サッシの点数を「上」に入れ替えた合計の点数を、標準の点数で除する

と 1.11（15,200点÷13,690点）となることから、この場合、当該数値を参考に補正す

ることが考えられる。 

 

表 49 「施工の程度」の補正率の算出 

 

玄関戸 サッシ ふすま 障子
雨戸・

シャッター
ルーバー 合計

標準項目 並 中 並 並 中 並 中 並 合計
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

標準項目 並 上 並 並 中 並 中 並 合計
単位当たり
標準評点数
(1.0㎡当たり)

ー

建具 木製扉

割合

中

評点

中'

評点
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 このように「施工の程度」による補正率は、積算基礎の数値を参考に、単位当たり

標準評点数積算例の組み合わせを入れ替えることで求めることができる。前に示した

検討のとおり、建具の評点項目の「並」の区分を削除した場合、現在の「並」に該当

する家屋については、上記と同様の方法で「施工の程度」による補正を行うことがで

きる。 

 

 

５ 建具の標準量を見直すことによる影響 

 建具について１～４のとおり検討してきたが、本委員会の検討結果のとおり建具の

標準量を見直した場合、１棟全体の評価額に及ぼす影響がどの程度なのかを確認した。

影響の程度の把握に当たっては、「固定資産税 木造家屋評価実務マニュアル 平成 30

基準年度版」（一般財団法人資産評価システム研究センター）に掲載されているモデ

ル家屋評価事例（在来軸組構造）を用いることとした。 

 当該モデル家屋を令和３基準年度の評価基準を当てはめて評価した結果と、建具の

標準量を本調査結果 0.61㎡に置き換えて評価した結果、表 50 のとおり、一棟全体の

評価額の変動率としては 95.3％（△4.7％）と、約５％評価額が減少した。 

 

表 50 建具の標準量見直しの評価額への影響 

 

 

  

評点数 割合 評点数 割合
屋根
基礎
外壁

柱・壁体
内壁
天井
床
建具

建築設備
仮設工事
その他工事

※　端数処理の関係で、各箇所の割合の計と「合計」は必ずしも一致しない。

合計
① ②

№ 箇所
部分別再建築費評点数

②/①R3基準評価 サンプル調査結果

（注）

令和３基準評価
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Ⅴ まとめ 

  

 当委員会では、木造家屋における中大規模の家屋の評価への対応及び明確計算の導入

を見据え、「柱・壁体」に「梁」や「小屋組」等を統合することによる部分別評点項目の

新設及び当該部分別評点項目の補正項目の検討等を行った。また、木造家屋の部分別「建

具」の標準量等について、昨今の家屋の実態等を踏まえ、見直しに向けた調査と、それ

を踏まえた改正案の検討を行った。それらの結果をまとめたものを以下に示す。 

 
１ 木造家屋の部分別区分の見直しの検討 

 「柱・壁体」に「小屋組」や「床組」等を統合する方式を検討した結果、木造家屋

においても新たに「主体構造部」を設けることとし、また、木造家屋、非木造家屋と

もに「主体構造部」の上位概念として新たに「構造部（仮称）」を設け、その中に「基

礎」等を含めることで、家屋の構造部位がすべて「構造部（仮称）」に含まれるよう整

理した。見直しによる新旧対照表は表 51（表 17 再掲）及び表 52（表 18 再掲）のと

おりである。 

 また、木造家屋において新設した「主体構造部」の再建築費評点基準表（案）を検

討したところ、現行の「柱・壁体」に設けられている、垂直部材だけを考慮した「平

面の形状等」「室数の多少」「開口率の大小」の補正項目は廃止し、軸組全体を考慮し

ている「柱間」の補正項目を採り入れることとした。見直し後の再建築費評点基準表

（案）は表 53（表 21再掲）のとおりである。 
 これらに加えて、木造家屋の再建築費評点基準表（案）の見直しに際し、用途別区

分の統合を検討し、評価事務の効率化につながる統合案が作成できた。しかし、統合

や廃止に伴って生じるであろう弊害については、検証していないため、当該統合案に

ついては、今後さらなる検討を行う必要がある。用途別区分の統合案等のまとめは表

54（表 34再掲）のとおりである。 
 以上のとおり木造家屋の部分別区分の見直しに伴う再建築費評点基準表の見直し

案を作成したが、今後の検討に向けて、委員からは以下の①～③の意見が挙げられた。 

 

① 用途によって家屋の造り方が異なるという実感がない。用途別区分の整理は、

用途にとらわれない一般的な標準的な家屋を設定した上でそこから外れたものを

別用途として独立させるという方法がよい。 

② 家屋については、規模と用途で同質性があると考えられる。一定の規模以下の

家屋の評価方法は木造家屋と非木造家屋を一本化することも考えられる。それ以

外の一定の規模以上の家屋は、共同住宅、工場、その他の非居住用建物という程

度の分類でいい。 
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案を作成したが、今後の検討に向けて、委員からは以下の①～③の意見が挙げられた。 

 

① 用途によって家屋の造り方が異なるという実感がない。用途別区分の整理は、

用途にとらわれない一般的な標準的な家屋を設定した上でそこから外れたものを

別用途として独立させるという方法がよい。 

② 家屋については、規模と用途で同質性があると考えられる。一定の規模以下の

家屋の評価方法は木造家屋と非木造家屋を一本化することも考えられる。それ以

外の一定の規模以上の家屋は、共同住宅、工場、その他の非居住用建物という程

度の分類でいい。 
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③ 非木造家屋においても小規模なものに対しては、併用住宅という区分を設ける

ことも考えられる。 

  

－51－
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表 51 木造家屋の部分別の新旧対照表（表 17再掲） 

 

柱・壁体 主体構造部

柱、梁（土台、桁）、構
造用面材等で、家屋の主
体となる構造部分をい
う。

基礎 基礎

建物の荷重を地盤に伝達
させる部分をいい、これ
に含まれるのは、おおむ
ね次のとおりである。根
切工事、割栗地業、鉄筋
コンクリート等。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根 屋根仕上

建具 建具

建築設備 建築設備

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない部
分をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれ
る。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

屋根面仕上、下地及び小屋組をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。屋根面仕
上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメ
ント瓦等）、防水材料、野地板、和小屋組、洋小
屋組。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から(9)までのいずれの部分にも含まれない部分
をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれる。

屋根の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。屋根面
仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード
等）、防水材料。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシヤッ
ター等をいう。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床面仕上及び床組をいい、これに含まれるのは、
おおむね次のとおりである。床面仕上材料（フ
ローリング、畳等）、鋼製束、大引、合板、梁、
台輪、火打、方杖。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。天井
面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボー
ド）、釣木受、回縁、竿縁、野縁、釣木等。

窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる襖、障
子、扉、サッシ、シャッター、出入口戸及び枠等
をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。天井面
仕上材料（クロス、天井板等）、下地材料、野
縁、釣木等。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床の仕上部分とその下地部分をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。床面仕上
材料（フローリング、畳等）。

木造の部分別区分及び内容（案）

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

建物の基脚部分をいい、これに含まれるものは、
おおむね次のとおりである。根切工事、砂利工
事、割栗工事、基礎（鉄筋コンクリート、沓石、
束石等）

現在の木造の部分別区分及び内容

壁体骨組を構成する部分のうち、土台、柱及び木
製パネル等の部分をいう。

･･･基礎へ統合 ･･･主体構造部へ統合 
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表 51 木造家屋の部分別の新旧対照表（表 17再掲） 

 

柱・壁体 主体構造部

柱、梁（土台、桁）、構
造用面材等で、家屋の主
体となる構造部分をい
う。

基礎 基礎

建物の荷重を地盤に伝達
させる部分をいい、これ
に含まれるのは、おおむ
ね次のとおりである。根
切工事、割栗地業、鉄筋
コンクリート等。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根 屋根仕上

建具 建具

建築設備 建築設備

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない部
分をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれ
る。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

屋根面仕上、下地及び小屋組をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。屋根面仕
上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード、セメ
ント瓦等）、防水材料、野地板、和小屋組、洋小
屋組。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に
必要な準備工事又は工事中の保安のための工事を
いう。

(1)から(9)までのいずれの部分にも含まれない部分
をいい、樋、階段及び床間等がこれに含まれる。

屋根の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。屋根面
仕上材料（瓦、金属板、化粧スレートボード
等）、防水材料。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシヤッ
ター等をいう。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床面仕上及び床組をいい、これに含まれるのは、
おおむね次のとおりである。床面仕上材料（フ
ローリング、畳等）、鋼製束、大引、合板、梁、
台輪、火打、方杖。

電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生
設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するため
の設備をいう。

天井面の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。天井
面仕上材料（クロス、天井板、塗装、石膏ボー
ド）、釣木受、回縁、竿縁、野縁、釣木等。

窓、出入口等建物の開口部に建て込まれる襖、障
子、扉、サッシ、シャッター、出入口戸及び枠等
をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいい、これに含
まれるのは、おおむね次のとおりである。天井面
仕上材料（クロス、天井板等）、下地材料、野
縁、釣木等。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいい、これに
含まれるのは、おおむね次のとおりである。壁面
仕上材料（サイディング、鋼板、外装タイル
等）、防水材料、胴縁。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地
部分をいい、これに含まれるのは、おおむね次の
とおりである。壁面仕上材料（クロス、タイル、
塗り壁等）、下地材料、幅木。

床の仕上部分とその下地部分をいい、これに含ま
れるのは、おおむね次のとおりである。床面仕上
材料（フローリング、畳等）。

木造の部分別区分及び内容（案）

構造部

家屋の骨組
を構成する
部分をい
う。

建物の基脚部分をいい、これに含まれるものは、
おおむね次のとおりである。根切工事、砂利工
事、割栗工事、基礎（鉄筋コンクリート、沓石、
束石等）

現在の木造の部分別区分及び内容

壁体骨組を構成する部分のうち、土台、柱及び木
製パネル等の部分をいう。

･･･基礎へ統合 ･･･主体構造部へ統合 
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表 52 非木造家屋の部分別の新旧対照表（表 18 再掲） 

 
 

 

主体構造
部

基礎工事 基礎
建物の荷重を地盤に伝達させ
る部分で、主体構造部を構成
しないものをいう。

外周壁骨
組

外周壁骨組
外周壁の骨組で、主体構造部
を構成しないものをいう。

間仕切骨
組

間仕切骨組
内部の各部屋を区画する間仕
切の骨組で、主体構造部を構
成しないものをいう。

外壁仕上 外壁仕上

内壁仕上 内壁仕上

床仕上 床仕上

天井仕上 天井仕上

屋根仕上 屋根仕上

建具 建具

特殊設備 特殊設備

電気設備
電気を使用するための設備を
いう。

衛生設備
給排水設備、衛生器具設備、
ガス設備等の総称をいう。

空調設備
温度、湿度等を保つための設
備をいう。

防災設備
火災の予防、避難、初期消
火、本格消火を支援する設備
をいう。

運搬設備
人貨の運搬に用いられる設備
をいう。

清掃設備
家屋の清掃に用いられる設備
をいう。

仮設工事 仮設工事

その他工
事

その他工
事

主体構造部

基礎、柱、梁、壁体、床版、
小屋組、屋根版、階段等で、
家屋の主体となる構造部分を
いう。

(1)から( )までのいずれの部分にも含まれない木工事、金属
工事等をいう。

建築設備
電気設備、衛生設備、空調設備、防災設備、運搬設備等家屋に
附属して家屋の機能を発揮するための設備をいう。

劇場及び映画館のステージ、銀行のｶｳﾝﾀｰ、金庫室等の特殊な
設備又は階段の手摺等に別に装飾を施したもの等をいう。

(1)から(10)までのいずれの部分にも含まれない雑工事をいう。

劇場及び映画館のステージ、銀行のｶｳﾝﾀｰ、金庫室等の特殊な
設備又は階段の手摺等に別に装飾を施したもの等をいう。

建築設備

電気設備、衛
生設備、空調
設備、防災設
備、運搬設備
等家屋に附属
して家屋の機
能を発揮する
ための設備を
いう。

建物の外周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

建物の内周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

建物の覆蓋を構成する屋根部分のうち、主体構造部に含まれる
小屋組、屋根版等を除いた屋根葺下地、仕上部分、防水層等を
いう。

内部の各部屋を区画する間仕切の骨組をいう。

非木造の部分別区分及びその内容（案）

構造部
家屋の骨組を
構成する部分
をいう。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工
事又は工事中の保安のための工事をいう。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をい
う。

天井の仕上部分とその下地部分をいう。

屋根の仕上部分とその下地部分をいう。

窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をい
う。

外周壁の仕上部分とその下地部分をいう。

間仕切壁の両面、外周内壁の仕上部分とその下地部分をいう。

床の仕上部分とその下地部分をいう。

敷地の仮囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工
事又は工事中の保安のための工事をいう。

床の仕上部分とその下地部分をいう。

天井の仕上部分とその下地部分をいう。

（鉄骨鉄筋コンクリート造)
骨組を鉄骨と鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコ
ンクリートを打ち込んで硬化して構築したもの。
（鉄筋コンクリート造）
骨組を鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンク
リートを打ち込んで硬化して構築したもの。
（鉄骨造）
形鋼と鋼板を組み合わせ、ボルト接合又は溶接によって構築し
たもの。
（コンクリートブロック造）
コンクリートブロックをモルタルをもって組積し、鉄筋で補強
したもの。

現在の非木造の部分別区分及び内容

建物の外周壁の骨組で、主体構造部を構成しないものをいう。

主体構造部
の種別

基礎、柱、梁、壁体、床版、小屋組、屋根版、階段等で、家屋
の主体となる構造部分をいう。

建物の荷重を支える地下構造部分を築造するための根切工事、
建物による荷重と地盤の状況に応じて施工する杭打地業及び割
栗地業等をいう。
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表 53 見直し後の木造家屋の再建築費評点基準表の主体構造部（案）（表 21再掲） 

 
 
  

増点補正率 標　　　準 減点補正率

1.1 1.0

３階建のもの ２階建のもの

*.* 1.0

大きいもの 普通のもの

1.1 1.0 0.9

1.1 1.0 0.9

 小部屋の多い
 もの

 普通のもの  大部屋の多い
 もの

1.1 1.0 0.8

 小さいもの  普通のもの  大きいもの

1.1 1.0 0.9

 3.0ｍ程度の
 もの

 2.7ｍ程度の
 もの

 2.4ｍ程度の
 もの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

1.6 1.0 0.6

 多いもの  普通のもの  少ないもの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

計
算
単
位補正項目

**,***

延
べ
床
面
積
一
・
〇
平
方
メ
ー

ト
ル
当
た
り
二
・
〇
平
方
メ
ー

ト
ル

項

目

別

補

正

方

式

総

合

補

正

方

式

延

べ

床

面

積

平面の
形状等

 凹凸の多い
 もの
 細長いもの

延べ床面積100
㎡程度で長方
形状のもの

 正方形に近い
 もの

室数の
多　少

開口率
の大小

階 高

施工の
程　度

施工量
の多少

木　造（単位　㎥）

木　造

***,***

柱間

部
分
別

が
明
確
な
建
物

木
質
の
使
用
量

主

体

構

造

部

評　点　項　目　及　び　標　準　評　点　数
標
準
量

補　正　項　目　及　び　補　正　係　数

木
質
の
使
用
量
が
明
確
で
な
い
建
物

階 数

施工の
程　度
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表 53 見直し後の木造家屋の再建築費評点基準表の主体構造部（案）（表 21再掲） 

 
 
  

増点補正率 標　　　準 減点補正率

1.1 1.0

３階建のもの ２階建のもの

*.* 1.0

大きいもの 普通のもの

1.1 1.0 0.9

1.1 1.0 0.9

 小部屋の多い
 もの

 普通のもの  大部屋の多い
 もの

1.1 1.0 0.8

 小さいもの  普通のもの  大きいもの

1.1 1.0 0.9

 3.0ｍ程度の
 もの

 2.7ｍ程度の
 もの

 2.4ｍ程度の
 もの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

1.6 1.0 0.6

 多いもの  普通のもの  少ないもの

1.1 1.0 0.9

 程度の良い
 もの

 普通のもの  程度の悪い
 もの

計
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延
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式
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積

平面の
形状等

 凹凸の多い
 もの
 細長いもの

延べ床面積100
㎡程度で長方
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表 54 用途別区分の統合等のまとめ（表 34再掲） 

 

 

 

２ 木造家屋の部分別「建具」の見直しの検討 
 実際に家屋の評価を行っている市町村から図面等を収集して分析したところ、建具

の標準的な施工量は現行の建具の標準量（延べ床面積 1.0 ㎡当たり 0.83 ㎡）よりも

少なく、また、「雨戸・シャッター」及び「ルーバー」の設置状況によって、建具量が

異なっていることがわかった。そこで、本委員会では、１階だけ「雨戸・シャッター」

及び「ルーバー」が設置されている状態を標準と仮定し、その建具量を算出したとこ

ろ、延べ床面積 1.0㎡当たり 0.61㎡という結果になった。 

 また、建具の評点項目の区分について検討した結果、昨今の家屋の状況から「並」

の区分は廃止し、「上・中」とすることが適切であるとした。 

 

木造家屋再建築費評点基準表 統合又は削除の理由と課題等

１ 専用住宅用建物
２ 附属家用建物

② ２ 共同住宅及び寄宿舎用建物
・専用住宅用建物とは家屋の
状況が異なるため統合しない

③ ２ 併用住宅用建物

・評価の簡素化に寄与してい
るため廃止しない
・大規模な併用住宅用建物へ
の適用は留意が必要

２ 事務所及び銀行用建物
２ 店舗用建物

２
ホテル、団体旅館及び簡易旅
館用建物

２ 普通旅館及び料亭用建物
２ 病院用建物

２ 劇場用建物

・新築棟数が少ないと考えら
れるため削除
・評価する際は「事務所」等
で評価

２ 劇場、娯楽場用等のホール型建物

２ 工場、倉庫用建物

２ 簡易附属家用建物

２ 土蔵用建物

①

④

⑤

⑥

事務所、店舗、百貨店用建物

病院、ホテル用建物

工場、倉庫、市場用建物

２

２

別表第８ 対応する非木造家屋再建築費評点基準表

住宅、アパート用建物２

・附属家は小規模な専用住宅
家屋であるため統合

・間仕切り等の状況は異なら
ないため統合

・間仕切り等の状況は異なら
ないため統合
・旅館はホテルに含まれる
・料亭は店舗と考えられる

・簡易附属家は小規模な工
場・倉庫用建物であるため工
場、倉庫用建物へ統合
・土蔵用建物は新築棟数が少
ないため削除
・土蔵用建物を評価する場合
に備えて「工場、倉庫用建
物」の積算基礎を工夫

１
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３ 総括 

 以上のように、今年度、当委員会としては、木造家屋の部分別区分の見直しに伴う

再建築費評点基準表の見直し案の作成及びサンプル調査を踏まえた木造家屋の建具

の標準量の見直し案の作成を行うことができた。 

 しかしながら、これらの見直し案が評価基準に反映されるまでには、標準評点数及

び補正係数等の設定や、見直しに伴う弊害等についての検証等、なお検討すべき課題

が残されている。こうした課題の解決のため、更なる検討を続けていくことが肝要で

ある。 

 今年度の当委員会の研究成果が、固定資産税の評価の簡素化・合理化に資するもの

となれば幸いである。 
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